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韓韓国国のの教教育育大大学学ににおおけけるる少少子子化化のの影影響響 
―教員養成課程での構造調整に着目して― 

西山 喜満主 

世界各国において少子化が進行する中で、少子化による人口変動に社会がどのように適応して

いくかが問われている。急速な少子化が進む韓国においては、学齢人口の減少によって日本よ

りも先行して多くの課題に直面している。本稿は、縮小する高等教育システムでの入学志願者

の減少への対応のみならず、自らの存在意義である教員養成および採用の規模縮小にも対応す

ることが求められている韓国の教育大学における少子化への影響を検討することを通じて、教

育大学の入学定員を規定している論理の特徴を明らかにすることを目的とした。そのために文

献調査を通じて、少子化に対する教育部の問題認識と教育大学への少子化の影響を検討した。

その結果、高等教育全体の構造調整の論理や学齢人口の減少や教育条件の改善といった教員需

要の論理だけでなく、教員養成課程としての地域均衡や教員養成・研修の高度化といった論理

があることが明らかとなった。 

 

 

The Impact of Low Fertility on Korean Teachers’ Colleges: A Focus on 
the Structural Adjustment of Teacher Training Programs 

NISHIYAMA Kimikazu 

As declining birth rates progress in the world, society faces the challenge of adapting to the demographic 
shifts caused by this trend. South Korea, which is experiencing rapid birth rate decline, has had to confront 

numerous challenges earlier than Japan due to the shrinking school-age population. This paper examines 
the characteristics of the logic governing enrollment quotas at Korean teachers’ colleges. These 

institutions must not only respond to reduced applicant numbers within a shrinking higher education 
system but also adapt to the downsizing of their core mission: teacher training and recruitment. To this 

end, a literature review examined the Ministry of Education's perception of the low fertility issue and its 
impact on teachers’ colleges. The results revealed that the logic governing enrollment quotas encompasses 

not only the logic of structural adjustment in the whole of higher education, the decline in the school-age 
population, and teacher demand driven by improved educational conditions, but also the logic of regional 

balance in teacher training programs and the enhancement of teacher training and professional 
development. 
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「「教教育育のの情情報報化化」」政政策策ににおおけけるる「「ヒヒュューーママンンウウェェアア」」のの 

位位置置づづけけにに関関すするる考考察察 

 

開沼 太郎 
 

 

 

 

1．． ははじじめめにに 
 

 本稿は、「教育の情報化」政策における「ヒューマンウェア」の位置づけについて、特に 2000

年前後以降のミレニアム・プロジェクトから近年の GIGA スクール構想（第 2 期を含む）に至

る政策の特徴や資源配分の変遷をもとに明らかにしようと試みるものである。「教育の情報化」

政策の変遷については多くの先行研究や著書等に言及があるが、本稿では特に初等中等教育分

野に着目し、黎明期・整備期・普及期・活用期におけるハードウェア面、ソフトウェア面に加

え、ヒューマンウェアの側面に関する資源配分のあり方に着目し検討を行う点に特徴がある。

教育用コンピュータの整備において整備目標の達成は政策上の長年の悲願であり、GIGA スク

ール構想の推進に伴う１人１台端末環境の実現に至るまで、「教育の情報化」政策は常に「ハー

ドウェアの整備」が第一義的課題として重視され続けてきた。換言すれば、コンテンツやカリ

キュラム、人材育成を含むソフトウェア面に対する整備が十分でなかったとの解釈も可能であ

るが、ハードウェアの整備が一定の水準を迎えた活用期以降において、資源配分の重点を考え

る際に、ハードウェアやソフトウェア、さらにはヒューマンウェアといった区分を考えること

にどのような意義があるのだろうか。 

 以上の問題意識をもとに、本稿では、まず第２章においては先行研究の整理をもとに、「ヒュ

ーマンウェア」の定義や位置づけについて検討する。続いて第３章では、それぞれの時期の政

策的特徴や資源配分の変遷について「ヒューマンウェア」のあり方に着目しながら整理する。

最後に第４章では、前章までの特徴をもとに「教育の情報化」政策における「ヒューマンウェ

ア」の位置づけについて考察を行う。 

 

 

2．．「「ヒヒュューーママンンウウェェアア」」のの位位置置づづけけにに関関すするる整整理理 
 

「ヒューマンウェア」は、物的要素にあたる「ハードウェア」、非物的要素としての「ソフト

ウェア」のうち、後者を細分化してシステムを構成する概念として用いられることが多い。各

種の情報化に関する議論での言及が中心だが、特に人的資源の必要性に着目してハードウェア

やソフトウェアと区別して主張・強調されるケースが目立つ。堺屋は、組織論の観点から、ヒ
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ューマンウェアの定義を下記のように示している１。 

 

広い意味でのテクノロジー（技術）は三つの極から形成されている。第一がハードウェア、

第二がソフトウェア、第三がヒューマンウェア、つまり対人技術である。ハードウェアとは物

財の技術、機械や装置の品質性能である。ソフトウェアとは利用技術、機械や装置を使用する

知識や技能、ノウハウである。従ってこれを「物と人との関係技術」といい換えてもよい。 

これに対してヒューマンウェアとは対人技術、つまり「人と人との関係技術」だ。 

 

 これらの考えは情報化社会への展望に注目が集まりつつあった 1983 年から 85 年まで実施さ

れた『ヒューマンウェア研究会』の成果が関係している２。この定義は「特定少数」「不特定少

数」「特定多数」「不特定多数」を組み合わせた「対人技術」と称する点に特徴がある。 

情報化以外の分野では、例えば防災・事故防止といった安全管理・教育において、三隅らは、

「地震予知，火山噴火予知， 台風の進路予測などの災害発生の事前予測，耐震建築の建造，防

火設備の拡充など，自然災害に対するハードウェアの整備は確かに進行している．しかし，災

害予防のためには，このようなハードウェアの対策のみでは不十分である．同時にソフトウェ

アである人間的側面に対する対処が重要である」と述べた後で、「人間が行う意思決定のプロセ

ス」を例に、「これらの問題も，すべて，ヒューマンウェアに関わる問題である．」と整理して

おり３、ハードウェアの整備に比べて進行が遅れているソフトウェア、中でも人間的側面である

ヒューマンウェアの必要性を説いている。西川は、化学工場の事故要因の類型として「ハード

ウェア（設備等）の老朽化・劣化」「ソフトウェア（知恵や工夫などの成果）の風化」「ヒュー

マンウェア（人的資源）の変化」の三点を挙げ、ヒューマンウェアの例としては人員の多忙化

や繁忙感、意識・価値観・向上の動機・教育熟成期間の減少・基礎知識や経験の不足等を指摘

している４。黒田は、航空分野における「システム誘発過誤」を例に、「器材のデザイン，シス

テムの構築，相互関連性などのハードウェアとともに，人間組織内の相互関連性のあり方とい

うヒューマンウェアの問題も包含して考えるべきであろう」と整理している５。 

 また、体育・スポーツ経営学の領域では、宇土が「施設（ハード）、運営の方法（ソフト）、

指導者の人間性（ヒューマン）」を構成要素として提示する等６、スポーツ指導者の意識や資質

能力をヒューマンウェアとして規定する向きがある。さらに文化行政関連では、中川が提示し

た「自治体文化政策基本モデル表」における整理に見られるように、「市民文化」「都市文化」

「行政文化」の３つの主体、「ハードウェア」「ソフトウェア」「ヒューマンウェア」の３つの資

源、「学習・蓄積（ストック）」「交流（コミュニケーション）」「表現（パフォーマンス）」の３

つの活動側面の３次元モデルによる検討の必要性を主張している７。このモデルでは、ヒューマ

ンウェアとして職員の啓発や市民との交流、研修の推進等が例示されている。加えて企業経営

の文脈では、秋山が「ヒューマンウェアはハードウェア, ソフトウェアに対応した言葉だが、

人の意識（やる気、継続力、方向性）を指しており、この三位一体が生活者のニーズにマッチ

し、結果として経営成果の向上にも重要に作用している」と論じるように、人間の意識に着目

した定義もみられる。 

以上の定義を整理すると、人的資源に関する要素を非物的要素から区別して論じようとして
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いる点は共通している一方で、定義や使い方については人材の配置や能力開発を含めた広範な

ものから、相互関係性や意識等に限定したものまで、分野に応じて異同がみられることがわか

る。他方、今井は堺屋のヒューマンウェア論について、「その後の状況の変化で、『ヒューマン

ウエア』という言葉が、今日では使われなくなってしまった」と論じている。その理由として、

「言葉の発生からすると、ソフトウエアとハードウエアとの間に、そもそもヒューマンウエア

という領域が存在しえなくなり、ソフトとハードに吸収されてしまった部分もあったであろう」

と推論している。これは、ヒューマンウェアがハードウェア・ソフトウェアとの対比において

のみ成立するといった位置づけを表しているものと考えられよう。 

そこで本稿では、ハードウェア・ソフトウェアとの対比の文脈において、対人相互の関係性

にまつわる人的資源のあり方を「ヒューマンウェア」と定義する。 

 

 

3．．「「教教育育のの情情報報化化」」政政策策のの変変遷遷 
３３－－１１．．「「教教育育のの情情報報化化」」黎黎明明期期 

 

「教育の情報化」については、柴田が「日本における初等中等教育の情報化に関する政策は、

1960 年代後半の高等学校の専門教育としての情報処理教育の導入に端を発している」と論じて

いる８。また林は、こうした高等学校の専門教育として情報処理教育が推し進められていた時期

の施設整備や研究開発された教育システムの導入等に象徴される 1984 年以前を「第一水準」と

捉え、「始動期（1960〜1969）」「充実期（1970〜1977）」「展開期（1978〜）」を経て情報処理教

育が普通教育としての情報教育に繋がっていったとする坂元９の論を示しながら、「視聴覚機器

や情報機器のシステム等を学校設備として整備する情報化といえる」としている１０。これらの

整理から、教育現場におけるコンピュータ導入の端緒として、専門教育としての情報処理教育

が位置づけられることがわかる。 

他方、水越は「わが国で学校教育にコンピュータが使われ出したのは、1970 年代の中ごろか

ら」CAI（Computer Assisted Instruction）学習を中心に展開されてきたと指摘する１１。東原はこ

れら CAI や CMI（Computer Managed Instruction）の運用に向けた実践研究や教育工学関係団体

の設立などの動きを「1970〜1974 年」「1975〜1979 年」「1980〜1984 年」の三期に分けて整理

し、「この時期は、学校へのパソコン導入の基盤となる、政策、機器・ソフトの準備が進み、学

会・振興会等の教育の情報化を支える仕組みが整い始めた時期と言えよう」と言及している１２。

これらの整理から、特に 1970 年代以降から CAI 等の利用が進められるようになったことがわ

かる。 

普通教育における活用を想定してコンピュータ教室への機器配備政策が開始されたのは、「情

報教育元年」とも称される 1985 年以降である。 

清水は「情報教育元年は昭和 60 年であるといわれている」と臨時教育審議会（臨教審）や教

育課程審議会（教課審）、情報化社会に対応する初等中等教育の在り方に関する調査研究協力者

会議（協力者会議）による検討を経て、1990 年に作成された「情報教育に関する手引」が学校

教育へのコンピュータ導入に大きな影響を及ぼすこととなったと整理している１３。御園生は
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「社会教育審議会答申『教育におけるマイクロコンピュータの利用について－報告－』が発表

された 1985 年は、日本の『情報教育元年』と呼ばれている」と述べた上で、それ以来、学校情

報化推進政策が展開されてきたと述べている１４。 

この「情報教育」については、臨教審では「情報化に対応するための教育」として、「情報手

段についての教育」「情報手段を教育の方法として活用」「情報化に対応する教育の留意点」の

三点を挙げ、情報手段についての教育に関連付ける形で「情報活用能力」への言及があった。

教課審では「児童生徒の発達段階に応じ、コンピュータなどにかかわる指導が適切に行われる

ように配慮する」と謳われ、1989 年版の学習指導要領改訂では総則に「教育機器などの活用を

はかること」などの形で反映された。協力者会議ではこの情報活用能力を「情報の判断、選択、

整理、処理能力及び新たな情報の創造、伝達能力の育成」「情報化の特質、情報化の社会や人間

に対する影響の理解」「情報の重要性の認識、情報に対する責任感」「情報科学の基礎及び情報

手段（特にコンピュータ）の特徴の理解、操作能力の習得」の四点に集約している。こうした

議論を反映して、先述の「情報教育に関する手引」作成へとつながっている。 

このように、1985 年以降は「情報教育」の展開に向けた教育行政のあり方が主要な課題とし

て浮上してきた点が大きな相違点である。水越は「わが国のコンピュータ教育が CAI から始ま

ったということは、その次に導入されたいわゆる『情報教育』とのギャップがあまりにも大き

いがために、熱心にソフト開発や個別指導に励んだ教師、それを支えた行政に少なからぬ違和

感、戸惑いや反発を招いたことも見逃せない」と論じ、「『情報活用能力』の育成という CAI と

はまるで異質なコンピュータ教育が日本の教育界に提起された」と評している１５。これは、従

来の情報処理教育や CAI 学習などの「コンピュータ教育」がハードウェアの整備やソフトウェ

アの開発といった「教育現場の情報化」の側面に特化したものであったのに対し、「情報教育」

における「情報化に対応するための教育」の側面やその必要性の根拠となる「情報活用能力」

の育成が同じコンピュータを用いた教育の新たな課題と捉えた点に起因するものと解される。 

坂元は、情報教育の２面性として、教育の道具（方法）としての扱いと、教育内容としての

扱いに分類し、前者を「情報通信技術を教育全般の方法・手段として活用する狭義の教育の情

報化」、後者を「情報通信についての技能・知識，情報科学，情報通信工学などを教育の内容と

する狭義の情報教育」と分類し、双方を合わせて「教育の情報化」と規定している１６。前者は

「教育現場の情報化」との関連が強く、後者は「情報化に対応するための教育」と連動してい

る。 

以上のように、当初は専門教育としての情報処理教育や CAI 等の分野限定的・局地的な利用

を通じて展開され、普通教育における活用を想定したコンピュータ教室への機器整備へと発展

していったこの時期を、本稿では「教育の情報化」政策における「黎明期」と位置づける。３３ 

次に、「教育の情報化」黎明期における資源配分の特徴について、先行研究ならびに各年度の

予算関連資料として作成される「文教・科学技術予算のポイント」等を中心に確認する。 

東原は「我が国の小中高等学校等へのコンピュータの本格導入は、1985 年度の学校教育設備

整備費等補助金（教育方法開発特別設備）交付からである」と指摘し、1985 年度から 87 年度

にかけて 20 億円、1988 年度に 29 億円、89 年度に 34 億円が支出された点を整理している。古

藤は 1984 年以前では「あくまで地方自治体レベルでの施策として導入されていたものが、この

－ 138 －－ 138 －
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「社会教育審議会答申『教育におけるマイクロコンピュータの利用について－報告－』が発表

された 1985 年は、日本の『情報教育元年』と呼ばれている」と述べた上で、それ以来、学校情

報化推進政策が展開されてきたと述べている１４。 

この「情報教育」については、臨教審では「情報化に対応するための教育」として、「情報手

段についての教育」「情報手段を教育の方法として活用」「情報化に対応する教育の留意点」の

三点を挙げ、情報手段についての教育に関連付ける形で「情報活用能力」への言及があった。

教課審では「児童生徒の発達段階に応じ、コンピュータなどにかかわる指導が適切に行われる

ように配慮する」と謳われ、1989 年版の学習指導要領改訂では総則に「教育機器などの活用を

はかること」などの形で反映された。協力者会議ではこの情報活用能力を「情報の判断、選択、

整理、処理能力及び新たな情報の創造、伝達能力の育成」「情報化の特質、情報化の社会や人間

に対する影響の理解」「情報の重要性の認識、情報に対する責任感」「情報科学の基礎及び情報

手段（特にコンピュータ）の特徴の理解、操作能力の習得」の四点に集約している。こうした

議論を反映して、先述の「情報教育に関する手引」作成へとつながっている。 

このように、1985 年以降は「情報教育」の展開に向けた教育行政のあり方が主要な課題とし

て浮上してきた点が大きな相違点である。水越は「わが国のコンピュータ教育が CAI から始ま

ったということは、その次に導入されたいわゆる『情報教育』とのギャップがあまりにも大き

いがために、熱心にソフト開発や個別指導に励んだ教師、それを支えた行政に少なからぬ違和

感、戸惑いや反発を招いたことも見逃せない」と論じ、「『情報活用能力』の育成という CAI と

はまるで異質なコンピュータ教育が日本の教育界に提起された」と評している１５。これは、従

来の情報処理教育や CAI 学習などの「コンピュータ教育」がハードウェアの整備やソフトウェ

アの開発といった「教育現場の情報化」の側面に特化したものであったのに対し、「情報教育」

における「情報化に対応するための教育」の側面やその必要性の根拠となる「情報活用能力」

の育成が同じコンピュータを用いた教育の新たな課題と捉えた点に起因するものと解される。 

坂元は、情報教育の２面性として、教育の道具（方法）としての扱いと、教育内容としての

扱いに分類し、前者を「情報通信技術を教育全般の方法・手段として活用する狭義の教育の情

報化」、後者を「情報通信についての技能・知識，情報科学，情報通信工学などを教育の内容と

する狭義の情報教育」と分類し、双方を合わせて「教育の情報化」と規定している１６。前者は

「教育現場の情報化」との関連が強く、後者は「情報化に対応するための教育」と連動してい

る。 

以上のように、当初は専門教育としての情報処理教育や CAI 等の分野限定的・局地的な利用

を通じて展開され、普通教育における活用を想定したコンピュータ教室への機器整備へと発展

していったこの時期を、本稿では「教育の情報化」政策における「黎明期」と位置づける。３３ 

次に、「教育の情報化」黎明期における資源配分の特徴について、先行研究ならびに各年度の

予算関連資料として作成される「文教・科学技術予算のポイント」等を中心に確認する。 

東原は「我が国の小中高等学校等へのコンピュータの本格導入は、1985 年度の学校教育設備

整備費等補助金（教育方法開発特別設備）交付からである」と指摘し、1985 年度から 87 年度

にかけて 20 億円、1988 年度に 29 億円、89 年度に 34 億円が支出された点を整理している。古

藤は 1984 年以前では「あくまで地方自治体レベルでの施策として導入されていたものが、この
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予算で初めて国庫補助による整備、すなわち国としての本格的な整備がスタートした」と評し、

さらに 1990-1994 年度の第一次教育用コンピュータ整備計画による中学校のコンピュータ教室

への ICT 整備を中心とした国庫補助の継続や、1995-1999 年度までの第二次教育用コンピュー

タ整備計画による小学校のコンピュータ教室への ICT 整備を中心とした地方交付税措置（地方

財政措置）への転換といった経緯を整理している１７。自治省（当時）はコンピュータ（レンタ

ル・リース）１台あたり年間 153000 円を基準財政需要額に組み込み、ソフトウェアの購入に 1

台当たり小学校 162000 円、中学校 192000 円を 6 年間で分割措置することとなった。1994 年度

にはハード整備に 108 億円（小学校 31 億円、中学校 77 億円）、ソフト整備に 80 億円（小学校

26 億円、中学校 54 億円）が計上され、計画通りの場合には 2000 年より 1200 億円の地方財政

措置が行われることとされた。 

加えて、省庁間連携に関する資源配分が進められることとなった。古藤は「1990 年度からは、

文部省補助金が 50 億円、自治省経由の地方交付金が 100 億円、ハードウェア購入のために提

供され、同時に、はじめてソフトウェア購入のための補助金が 86 億円手当てされた」と指摘

し、文部省（当時）と自治省（当時）、コンピュータ教育開発センターの共管としての通産省（当

時）などとの省庁間連携に言及している１８。また、佐野は「電気通信系メディア」の進展に着

目し、通産省が策定した「高度情報化プログラム」に沿って進められた 1990 年代後半の情報イ

ンフラの整備について、「デジタル・ディバイド問題（郵政省）」や「学校インターネット導入

（文部省・郵政省）」など、郵政省（当時）との関係に言及している１９。 

1995 年度には「コンピュータ基礎研修（教職経験者研修の拡充、2923 万円）」等の機器操作

に関する新規事業が予算化された。このように、「教育の情報化」黎明期の資源配分はハードウ

ェアの整備から始まったものが、1990 年代以降からソフトウェアやヒューマンウェアに関する

配分もみられるようになったと解される。 

 続いて、「教育の情報化」黎明期における成果や課題について、先行研究ならびに『教育家庭

新聞（以下、紙面）』の記事を参照しながら確認する。 

1984 年頃までの特徴としては、東原は「大学による ICT 活用の研究と教員個人によるパソコ

ンやワープロの利用は進んだが、学校としてコンピュータ等を購入する予算はなく、この年代

には、学校での ICT の活用実践はほとんど拡大しなかった」と総括している２０。また水越も「依

然として設備費が高いこと、数学や理科など特定の強化に限られての利用であること、学習ソ

フトの開発に膨大な時間と労力がかかること、そして行動主義の学習理論の衰退というような

事情が重なり、全国的な普及を見ないままに、CAI 学習は衰退していった」と指摘している２１。    

予算や資源の不足によって広がりをみなかった点にある。 

1985 年以降、情報処理教育や CAI のような分野限定的・局地的な利用から教育の方法（手

段）として教育課程全体への関与を志向するとともに、情報活用のための教育の必要性が注目

される一方で、パソコン教室への配備が中心であった整備計画の下では、久保田が「一つの学

校に 40 台程度のコンピュータでは、子どもたちが日常的に活用するまでには至らなかった」と

指摘するように２２、予算・資源の不足がネックとなり限定的な利用にとどまった点が共通して

いる。すなわち、「情報化に対応するための教育」の必要性が浮上すると同時に、「教育現場の

情報化」の方は一定の進展は見せつつも成果は限られたものであったと考えられる。 

－ 139 －－ 139 －
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 一方、この時期の紙面では、文部省（当時）が実施する「情報教育の実態調査」の結果が毎

年末に紹介され、学校現場へのコンピュータの導入台数の増加が注目されている。小学校の設

置率は 1990 年度の 41％、1991 年度の 50.1％から 1993 年度には 66.1％に上昇し、中学校・高等

学校は 90％を超える状況となっている。他方、「この調査でいつも問題になるのが操作できる

先生（1994 年 12 月 3 日号）」との記述があるように、1990 年度の 20.7％、1991 年度の 26％か

ら 1993 年度に 34.3％であり、1994 年からの情報処理専門技術者の配置に係る地方交付税措置

などの施策につながっている。 

1992 年 1 月 4 日号では、「1992 年はコンピュータ教育元年」との見出しの下で、「操作できる

教師は全体の 5 人に 1 人」との状況をとりあげ、「着々と進むハードの整備、教える先生の対応

はこれからだ」との指摘がある。また 1992 年 11 月 28 日号では、「文部省情報教育調査＜使え

る教師 26％に思う＞『４人に１人なんてとても…』」という見出しで、「四人に一人の教師が操

作できるなんてとても信じられない。せいぜい一校に居ても一人か二人くらいでしょう」との

現場の実感を紹介し、調査と実態の乖離を指摘している。これは、調査で把握している「操作・

指導できる」教員と「実際に操作・指導している」教員の違いにも起因するものであろう。予

算費目も機器整備が中心であり、コンピュータを使いこなす人材の配置や育成には十分に手が

回っていなかった実態が確認できる。 

 

３３－－２２．．「「教教育育のの情情報報化化」」整整備備期期 

 

1999 年のミレニアム・プロジェクト「教育の情報化」以降の政策は、社会全体の情報化政策

や経済対策など、文部科学省以外の省庁と役割分担や協力（もしくは対立）をはかりながら推

進されてきた点において、1990 年代中盤頃までの黎明期と一線を画する時期と捉えることがで

きる。いわゆる Windows95 の普及とともに到来した「インターネット元年」以降、インターネ

ットの教育利用が課題として浮上することとなった。これまでのコンピュータ教室への配備に

加え、第３次教育用コンピュータ整備計画に基づいて普通教室への教育用コンピュータの整備

（児童用・教員用１台）も進められることとなり、ICT の日常的利用を実現する環境に一歩近

づく契機となったこの時期を、本稿では「教育の情報化」整備期と位置づける。 

この時期を区切りと捉える起点として、御園生は、1998 年版学習指導要領改訂に伴って高等

学校に新設された教科「情報」について、「一応の区切りを迎えた日本の情報教育政策、あるい

は教育の情報化政策」と指摘し、「『ゆとり』重視型の教育課程編成の中での新設は、戦後の教

育課程行政を顧みても異質なものと位置づけることができよう」と論じている２３。さらに、ミ

レニアム・プロジェクト「教育の情報化」について、首相官邸直属の IT 戦略本部「バーチャル

エージェンシー『教育の情報化』プロジェクト」による社会情報化推進政策の一環として「情

報教育政策が、単に文部科学省による教育政策の一部としてだけではなく、学校教育の情報化

〈教育の情報化〉のみならず、国民生活全般にわたっての〈社会全体の情報化〉推進政策と密

接な関係を有していることに他ならない」と主張している。 

黎明期からの変化といった観点においては、堀田は、情報活用能力の必要性に言及した協力

者会議の整理を「我が国における専門教育ではない情報教育の検討のスタートポイント」と評
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 一方、この時期の紙面では、文部省（当時）が実施する「情報教育の実態調査」の結果が毎

年末に紹介され、学校現場へのコンピュータの導入台数の増加が注目されている。小学校の設

置率は 1990 年度の 41％、1991 年度の 50.1％から 1993 年度には 66.1％に上昇し、中学校・高等

学校は 90％を超える状況となっている。他方、「この調査でいつも問題になるのが操作できる

先生（1994 年 12 月 3 日号）」との記述があるように、1990 年度の 20.7％、1991 年度の 26％か

ら 1993 年度に 34.3％であり、1994 年からの情報処理専門技術者の配置に係る地方交付税措置

などの施策につながっている。 

1992 年 1 月 4 日号では、「1992 年はコンピュータ教育元年」との見出しの下で、「操作できる

教師は全体の 5 人に 1 人」との状況をとりあげ、「着々と進むハードの整備、教える先生の対応

はこれからだ」との指摘がある。また 1992 年 11 月 28 日号では、「文部省情報教育調査＜使え

る教師 26％に思う＞『４人に１人なんてとても…』」という見出しで、「四人に一人の教師が操

作できるなんてとても信じられない。せいぜい一校に居ても一人か二人くらいでしょう」との

現場の実感を紹介し、調査と実態の乖離を指摘している。これは、調査で把握している「操作・

指導できる」教員と「実際に操作・指導している」教員の違いにも起因するものであろう。予

算費目も機器整備が中心であり、コンピュータを使いこなす人材の配置や育成には十分に手が

回っていなかった実態が確認できる。 

 

３３－－２２．．「「教教育育のの情情報報化化」」整整備備期期 

 

1999 年のミレニアム・プロジェクト「教育の情報化」以降の政策は、社会全体の情報化政策

や経済対策など、文部科学省以外の省庁と役割分担や協力（もしくは対立）をはかりながら推

進されてきた点において、1990 年代中盤頃までの黎明期と一線を画する時期と捉えることがで

きる。いわゆる Windows95 の普及とともに到来した「インターネット元年」以降、インターネ

ットの教育利用が課題として浮上することとなった。これまでのコンピュータ教室への配備に

加え、第３次教育用コンピュータ整備計画に基づいて普通教室への教育用コンピュータの整備

（児童用・教員用１台）も進められることとなり、ICT の日常的利用を実現する環境に一歩近

づく契機となったこの時期を、本稿では「教育の情報化」整備期と位置づける。 

この時期を区切りと捉える起点として、御園生は、1998 年版学習指導要領改訂に伴って高等

学校に新設された教科「情報」について、「一応の区切りを迎えた日本の情報教育政策、あるい

は教育の情報化政策」と指摘し、「『ゆとり』重視型の教育課程編成の中での新設は、戦後の教

育課程行政を顧みても異質なものと位置づけることができよう」と論じている２３。さらに、ミ

レニアム・プロジェクト「教育の情報化」について、首相官邸直属の IT 戦略本部「バーチャル

エージェンシー『教育の情報化』プロジェクト」による社会情報化推進政策の一環として「情

報教育政策が、単に文部科学省による教育政策の一部としてだけではなく、学校教育の情報化

〈教育の情報化〉のみならず、国民生活全般にわたっての〈社会全体の情報化〉推進政策と密

接な関係を有していることに他ならない」と主張している。 

黎明期からの変化といった観点においては、堀田は、情報活用能力の必要性に言及した協力

者会議の整理を「我が国における専門教育ではない情報教育の検討のスタートポイント」と評

7 
 

し、最初の定義として臨教審第二次答申を位置づけるとともに、情報化の進展に対応した初等

中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議が 1997 年に提出した「体系

的な情報教育の実施に向けて（第一次報告）」において、「情報教育とは情報活用能力を育成す

る教育である」と双方の関係性を規定し、情報活用能力の定義として「情報活用の実践力」「情

報の科学的理解」「情報社会に参画する態度」の三つの観点が示され、1998 年版の学習指導要

領の改訂や 2002 年の「情報教育の実践と学校の情報化－新・情報教育に関する手引」の発行へ

と影響を与えた点を整理している２４。 

特に 1998 年版学習指導要領改訂の背景に位置づく議論として、坂元は、中央教育審議会（中

教審）「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第一次答申）」をとりあげ、「情報

教育の体系的な実施」「情報通信ネットワークの活用による学校教育の質的改善」「高度情報通

信社会に対応する『新しい学校』の構築」「情報化の『影』の部分の克服と調和のとれた人間の

育成，情報モラルの育成」の四点を柱として示している２５。加えて、1997 年度の緊急経済対策

に基づいた展開について、「もっぱらハードウェアやソフトウェア、人材活用に留まっていた」

従来の経済対策から情報教育の内容に及んだ点を「国の生存に関わる経済対策に深く教育が関

わるという認識が確立してきたことを意味する」と評している２６。 

さらに、文部科学省が設置した学校教育の情報化に関する懇談会の最終報告をもとに 2011 年

に策定した「教育の情報化ビジョン」では、教育の情報化を、「情報教育（子どもたちの情報活

用能力の育成）」「教科指導における情報通信技術の活用（情報通信技術を効果的に活用した、

分かりやすく深まる授業の実現等）」「校務の情報化（教職員が情報通信技術を活用した情報共

有によりきめ細かな指導を行うことや、校務の負担軽減等）」の三側面に分類整理し２７、特に

後半期には校務の情報化の重要性が新たに焦点化されることとなった。 

以上のように、この時期の特徴は EBPM（Evidence Based Policy Making）などの影響もあって

政策目標に関する指標の数値化などの特徴を内包しながら、電子黒板（大型テレビ）による拡

大表示のようなシンプルな教具としての機器整備から配備が進んでいった点にある。他方、予

算や資源については単純な不足というよりも十分に執行・活用されなかったり地方格差が顕著

になるといった形で問題視されている点が黎明期とは異なるものと解される。情報教育の観点

では、体系的な情報教育の推進に向けた教員の ICT 活用指導力の育成として、初等中等教育に

おける教育の情報化に関する検討会が 2006 年にまとめた「初等中等教育の情報教育に係る学

習活動の具体的展開について」において「情報教育」と「教育の情報化」の関係が改めて整理

された点に着目し、教育の情報化には、情報活用能力の育成を目的とした「情報教育」と、各

教科等の目標を達成する際に効果的に IT を活用すること「（IT 活用）」の２つを含むことが示

されており、双方の重なり（共通点）と相違点に対する検討が教員の ICT 活用指導力の基準や

教員養成などに影響を与えた点を指摘している２８。前者の「情報化に対応するための教育」と、

後者の「教育現場の情報化」の共通項が意識されているのが黎明期との違いと解されよう。 

整備期当初は、2000 年に制定（翌年施行）された「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法（IT 基本法）」に基づき内閣に設置された高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT

戦略本部）の下で、「学習活動支援設備事業（情報通信技術関連特別対策情報通信設備整備）」

によって IT 講習を実施する地方公共団体への施設設備の補助を行ったり、同年の補正予算で
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「情報通信技術（IT）講習特例交付金」制度を創設したり、2001 年以降の「e-Japan 戦略」や「e-

Japan 重点計画」などの形で教育政策の枠を超えた運用がはかられた点が特徴的である２９。 

2006 年の教育基本法改正に伴って 2008 年に閣議決定された「教育振興基本計画（第１期：

2008～2012 年度）」では、教育用コンピュータ１台あたりの児童生徒数を 3.6 人とする数値目標

が設定された。このように教育政策全体の中に教育の情報化に関する施策を位置づけ、期限を

定めて目標達成をはかる方策をとるようになったのが整備期後半の特徴である。 

金井は、総務省が 2010 年より「ICT 機器を使ったネットワーク環境を構築し，学校現場にお

ける情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析するための実証研究」としての「フューチ

ャースクール推進事業」や、同事業の対象校に 2011 年より文部科学省が実施した「学びのイノ

ベーション事業」の成果を踏まえ、電子黒板や各校 40 台の可動式コンピュータの設置が明記さ

れた数値目標が「教育振興基本計画（第２期：2013～2017 年度）」に引き継がれた点を指摘し

つつも、「学校における ICT の環境整備は、地方交付税措置に位置づけられていることがある。

つまり、各地方公共団体において他の事項が優先された場合には，目標達成に向けた十分な予

算確保がなされない。そこで，教育の情報化における地域間の格差は残されたまま」と指摘し

ている３０。地域間格差については、堀田も 2000 年の地方分権一括法制定を契機に、「教育の情

報化に関する予算執行の判断は地方自治体にゆだねられるようになった」旨を指摘し、国が年

間 1500 億～2000 億円程度の整備予算を積算による地方交付税措置を行っても執行率が不十分

な状況を問題視している３１。これらは第２期教育振興基本計画における目標水準の達成に向け

て策定された「教育の IT 化に向けた環境整備 4 か年計画（2014～2017 年度）」において、2018

年度まで単年度 1,678 億円（4 年間総額 6,712 億円）の地方財政措置による政策対応の課題を指

摘したものである。 

林は「1985 年度の学校教育設備整備費等補助金 （教育方法開発特別設備） 以降，日本では

教育用コンピュータ整備のための補助金と学習指導要領と連動した教材整備の指針と予算が確

保されてきたが，設置者や学校種によって整備状況にばらつきがあり，目標達成には及んでい

ない」と、備品整備に基づく情報化を「第二水準」と位置づけている３２。 

次に、整備期の資源配分の特徴について、３点指摘しておきたい。 

一点目は景気対策・経済対策を目的とした補正予算に伴う整備である。 

久保田は、政府が「超インターネット大国」を目標に 3600 億円を 2001 年度の IT 関連の非公

共事業予算として計上する中で、文部科学省がパソコンを導入する小中学校の教室整備や情報

教育などのために 800 億円の予算配分があった点を指摘し、IT 関連の産業を活性化させるため

に、大型予算を割り振り、国を挙げて経済不況を乗り切る柱として、教育分野に十分な情報ネ

ットワークを整備し、学校における情報教育を推進していくことに重点をおいている点に着目

している３３。 

2009 年には政府による緊急経済対策としての「スクール・ニューディール」政策が打ち出さ

れ、学校耐震化やエコ改修と並んで学校 ICT 環境整備の推進をはかるための国庫補助として

2087 億円が補正予算として設定された。特に地上デジタル放送への対応（電子黒板や大型テレ

ビの導入）や 2008 年版学習指導要領改訂の全面実施に合わせた普通教室を中心とした環境整

備が中心となったものである。 
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「情報通信技術（IT）講習特例交付金」制度を創設したり、2001 年以降の「e-Japan 戦略」や「e-

Japan 重点計画」などの形で教育政策の枠を超えた運用がはかられた点が特徴的である２９。 

2006 年の教育基本法改正に伴って 2008 年に閣議決定された「教育振興基本計画（第１期：

2008～2012 年度）」では、教育用コンピュータ１台あたりの児童生徒数を 3.6 人とする数値目標

が設定された。このように教育政策全体の中に教育の情報化に関する施策を位置づけ、期限を

定めて目標達成をはかる方策をとるようになったのが整備期後半の特徴である。 

金井は、総務省が 2010 年より「ICT 機器を使ったネットワーク環境を構築し，学校現場にお

ける情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析するための実証研究」としての「フューチ

ャースクール推進事業」や、同事業の対象校に 2011 年より文部科学省が実施した「学びのイノ

ベーション事業」の成果を踏まえ、電子黒板や各校 40 台の可動式コンピュータの設置が明記さ

れた数値目標が「教育振興基本計画（第２期：2013～2017 年度）」に引き継がれた点を指摘し

つつも、「学校における ICT の環境整備は、地方交付税措置に位置づけられていることがある。

つまり、各地方公共団体において他の事項が優先された場合には，目標達成に向けた十分な予

算確保がなされない。そこで，教育の情報化における地域間の格差は残されたまま」と指摘し

ている３０。地域間格差については、堀田も 2000 年の地方分権一括法制定を契機に、「教育の情

報化に関する予算執行の判断は地方自治体にゆだねられるようになった」旨を指摘し、国が年

間 1500 億～2000 億円程度の整備予算を積算による地方交付税措置を行っても執行率が不十分

な状況を問題視している３１。これらは第２期教育振興基本計画における目標水準の達成に向け

て策定された「教育の IT 化に向けた環境整備 4 か年計画（2014～2017 年度）」において、2018

年度まで単年度 1,678 億円（4 年間総額 6,712 億円）の地方財政措置による政策対応の課題を指

摘したものである。 

林は「1985 年度の学校教育設備整備費等補助金 （教育方法開発特別設備） 以降，日本では

教育用コンピュータ整備のための補助金と学習指導要領と連動した教材整備の指針と予算が確

保されてきたが，設置者や学校種によって整備状況にばらつきがあり，目標達成には及んでい

ない」と、備品整備に基づく情報化を「第二水準」と位置づけている３２。 

次に、整備期の資源配分の特徴について、３点指摘しておきたい。 

一点目は景気対策・経済対策を目的とした補正予算に伴う整備である。 

久保田は、政府が「超インターネット大国」を目標に 3600 億円を 2001 年度の IT 関連の非公

共事業予算として計上する中で、文部科学省がパソコンを導入する小中学校の教室整備や情報

教育などのために 800 億円の予算配分があった点を指摘し、IT 関連の産業を活性化させるため

に、大型予算を割り振り、国を挙げて経済不況を乗り切る柱として、教育分野に十分な情報ネ

ットワークを整備し、学校における情報教育を推進していくことに重点をおいている点に着目

している３３。 

2009 年には政府による緊急経済対策としての「スクール・ニューディール」政策が打ち出さ

れ、学校耐震化やエコ改修と並んで学校 ICT 環境整備の推進をはかるための国庫補助として

2087 億円が補正予算として設定された。特に地上デジタル放送への対応（電子黒板や大型テレ

ビの導入）や 2008 年版学習指導要領改訂の全面実施に合わせた普通教室を中心とした環境整

備が中心となったものである。 
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二点目は省庁横断型の資源配分である。1998 年度には、「景気対策臨時緊急特別枠」におけ

る「情報化の推進」として、文部省（当時）「先進的教育用ネットワークモデル地域事業（22 億

円）」と郵政省（当時）「学校における複合アクセス網活用型インターネットに関する研究開発

（300 億円）」との連携をはかっている。これは、同年に制定された「特定公共電気通信システ

ム開発関連技術に関する研究開発の推進に関する法律」のスキームを活用したもので、以降、

郵政省（当時）が 1999 年度の第二次補正予算で認められた「学校における新たな高速アクセス

網活用型インターネットに関する研究開発（184 億円）」と文部省（当時）の「マルチメディア

活用学校間連携推進事業（18 億円）」との連携や、2000 年度の補正予算で計上された郵政省（当

時）の「学校インターネットの情報通信技術に関する研究開発（129 億円）」と文部省（当時）

の「次世代ＩＴを活用した未来型教育研究開発事業等（201 億 8400 万円）」の連携など、学校

インターネット事業に関する両省の提携が景気対策・経済対策を契機とした補正予算を通じて

展開される形となった３４。1999 年 12 月に打ち出された「ミレニアム・プロジェクト（新しい

千年紀プロジェクト）」は、情報化、高齢化、環境対応の三つの分野を対象に、2000 年度予算に

おいて特別枠として設定された「情報通信・科学技術・環境等経済新生特別枠」（2500 億円）よ

り特段の予算配分を行うこととなった。「教育の情報化」に関して、文部省（当時）が 2000 年

度予算として計上されたのは 91 億円（当初予算）であり、通商産業省・郵政省（いずれも当時）

の予算と合わせて総額 118 億 7100 万円の規模となった。 

高見は、「100 校プロジェクト」や「e スクエアプロジェクト」、「こねっとプラン」などの官

官・官民連携による実践研究やミレニアム・プロジェクト「教育の情報化」をめぐる文部省・

通産省・自治省・郵政省（いずれも当時）の省間連携の構造に着目し、2001 年度の省庁再編の

移行期であった 2000 年度予算をハード面・ソフト面に分類し検討を加えた３５。この中には、

ソフト面として文部科学省が新規事業として予算を獲得した教員研修をはじめとして、ヒュー

マンウェアに関する事項も含まれている。以後、「フューチャースクール推進事業（総務省）」

と「学びのイノベーション事業（文部科学省）」の連携といった省庁横断型施策の推進へとつな

がったものと解される。 

三点目はヒューマンウェアに対する新規事業の展開である。1999 年度には、当初予算で「教

育情報化推進指導者養成研修（新規、5300 万円）」「高校新教科（情報・福祉）指導者研究協議

会（新規、1800 万円）」「新産業技術指導者養成講習（新規、5500 万円）」の３つの研修事業が

新設された。さらには緊急雇用対策を柱とした補正予算によって、「緊急地域雇用特別交付金

（2000 億円）」をもとに都道府県が基金を作り、雇用対策の一環としてパソコンを扱う能力の

高いものを小中高等学校に臨時講師として派遣する事業などを展開した。2000 年度には「教員

情報リテラシー向上プロジェクト（4 億 2300 万円）」などの新規事業に加え、「現職教員等講習

会（情報・福祉）（5100 万円）」といった従来の事業の継続や更新が手当てされた。さらに補正

予算として「特別非常勤講師（IT 分）配置（1200 万円）」などが実施された。その後、2003 年

度の「e-教員プロジェクト」や 2004 年度の「IT 人材育成プロジェクト（1 億 600 万円）」、2005

年度の「情報モラル等指導サポート事業（1 億 1400 万円）」などの新規事業を加えながら、研

修をはじめとした人材育成にとどまらず、人材配置に関する予算措置を含め、黎明期にはあま

り手の届かなかったヒューマンウェアに関する資源配分が行われるようになった点が特徴的で
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ある。こうした傾向は 2006 年度（「教員の IT 活用力向上事業（1 億 1500 万円）」2017 年度の

「若年層に対するプログラミング教育の推進（1 億 5000 万円）」などの情報化関連予算にも反

映されている。 

他方、地方財政措置の側面では、2008 年版の学習指導要領の実施に備え「新学習指導要領の

円滑な実施のための教材整備緊急 3 か年計画」が策定され、単年度で 820 億円、総額 2459 億円

の地方交付税措置がとられた。文部科学省は 2001 年以来 13 年ぶりに「教材整備方針」を改訂

し、新たに 2012 年度から 10 年間で義務教育における教材整備計画を進めることとなった。単

年度で 800 億円（小学校 500 億円、中学校 260 億円、特別支援学校 40 億円）、総額 8000 億円規

模の地方財政措置となった。加えて、「新たな情報通信戦略」等に基づく教育の情報化にむけた

地方財政措置として 2013 年度には 1643 億円が措置され、地方自治体による教育用・校務用 PC

や大型提示装置、ネットワーク接続関連経費、ICT 支援員委嘱経費、校務支援システム、デジ

タル教科書の整備、教員の ICT 研修関連費などの予算化が期待されることとなった。しかしな

がら、一般財源としての地方財政措置については、1994 年の教育用コンピュータ整備計画の時

から共通する課題を内包しており、なかなか予算要求につながりにくい状況が続くこととなっ

た。以上のような資源配分のあり方が目標値に届かない状態が長く続いてきた整備期の特徴で

あると解されよう。 

続いて、「教育の情報化」整備期における成果や課題について、先行研究ならびに紙面を参照

しながら確認する。 

教育における ICT 機器の整備に関して、柴田は、文部科学省が毎年実施している「学校にお

ける教育の情報化の実態等に関する調査」結果の経年比較をもとに、特に電子黒板の整備台数

が４倍近くの増加をみせている状況を示しつつ、「日常的に ICT を活用できる環境が整いつつ

ある」と論じている３６。他方、金井は、同年に IT 戦略本部が策定した「i-Japan 戦略 2015」の

整備目標なども影響していると指摘している一方で、「2006 年から急速に展開された政府主導

の教育の情報化戦略であったが、結局目標は達成されず、特に児童生徒用の教育用コンピュー

タの整備は 2012 年 3 月の時点で 6.6 人に一台と目標をはるかに下回った」と評している３７。 

久保田は 2006 年の「IT 新改革戦略」における「公立学校の教員１人１台」の目標設定など

をもって１人１台が目標の時代の到来と位置づけている一方で、目標達成期限である 2010 年

を過ぎても「急速な『教育の情報化』に教師が対応しきれず、使い方がわからず ICT 機器が放

置されていたり、単に教材を提示するだけだったり、せっかくの機材が効果的に使われていな

いケースも多いように感じている」と述懐している３８。 

スクール・ニューディール政策の推進に伴う電子黒板等の教育用機器の導入は、これまで ICT

活用に無縁だった教員にも使える手立てとして、拡大表示の効果や意義が強調されることとな

った。2008 年 11 月 1 日の紙面には「ICT 活用は『拡大表示』から」との見出しがあり、実物投

影機とプロジェクターによる比較的難しくない操作を通じた活用から広げていこうという姿勢

がみられる。しかしながら、導入された大型提示装置は思うような活用の広がりを見せること

はなかった。氏岡は、文部科学省の大臣官房審議官のインタビューを通じて、「あれだけお金を

かけて電子黒板を入れたのに、学校ではほとんど使われず、会計検査院から『無駄遣い』とま

で指摘されました」との発言を取り上げている。また久保田も「電子黒板やプロジェクターを
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教室まで運びパソコンと接続したり、操作を十分に習熟しないまま電子黒板を授業で使ったり

するのは不安が残る。導入された電子黒板も使われないままに、ビニールカバーが掛けられた

ままになっている学校もみられるようである」と現場の苦慮を紹介している３９。 

 以上のように、活用するための機器不足といったハードウェアに関する量的側面に起因する

課題から、配備された機器を活用するためのソフトウェアやヒューマンウェアの量的側面に対

する課題へと徐々にシフトする形となっている。加えて、地方財政措置に伴う影響に着目する

と、全国的な資源の不足から地域格差へと関心事が移行している点も特徴的である。 

 

３３－－３３．．「「教教育育のの情情報報化化」」普普及及期期 

 

2019 年に策定された「GIGA スクール構想（Global and Innovation Gateway for ALL）」は、一

人一台端末を前提とした環境整備の実現をはかった点において、教育用コンピュータ１台あた

りの児童生徒数の目標値に程遠い状況が続いてきた整備期とは明確に異なる。本稿ではこの一

人一台端末の実現を達成した時期を「教育の情報化」普及期と位置づける。 

2018 年に閣議決定された「教育振興基本計画（第３期：2018～2022 年度）」においては、2030

年以降の社会を展望した教育政策の重点事項として「超スマート社会（Society 5.0）」の実現に

向けた対応が求められることとなった。「学校における ICT 環境整備の在り方に関する有識者

会議最終まとめ」での議論を踏まえ、「2018 年度以降の学校における ICT 環境の整備方針」が

示され、2018 年版の学習指導要領改訂の実施を見据えた整備が目指されるともに、「教育の ICT

化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022 年度）」が策定され、2018～2022 年度まで単年度

1805 億円の地方財政措置を講じることとなった。目標水準としては、学習者用コンピュータを 

３クラスに１クラス分程度整備、指導者用コンピュータを授業を担任する教師１人１台、大型

提示装置・実物投影機 100％整備、超高速インターネット及び無線 LAN ・統合型校務支援シ

ステムの 100％整備、ICT 支援員の４校に１人配置などが示された。特に目標値を「３クラスに

１クラス分」としたのは、１日１コマ程度児童生徒が１人１台端末で学習できる環境を目指し

たものであり、この段階では日常的な１人１台端末環境の実現を想定したわけではなかった。 

 ところが、2019 年 11 月 13 日の経済財政諮問会議における安倍晋三首相（当時）の「パソコ

ンが１人当たり１台となることが当然だということを、やはり国家意思として明確に示すこと

が重要」との発言を受け４０、2019 年 12 月に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経

済対策」では「義務教育段階において、令和５年度までに、全学年の児童生徒一人一人がそれ

ぞれ端末を持ち、十分に活用できる環境の実現を目指す」との方針が示され、文部科学省によ

る GIGA スクール構想の実現、経済産業省による Edtech 導入実証事業、総務省による教育現場

の課題解決に向けたローカル５Ｇの活用モデル構築などの施策が打ち出されることとなった。

氏岡はこの時期を文部科学省と経済産業省の「協働期」と捉え、各省庁の思惑や政治的な動き

を整理している。第５期科学技術基本計画において新たな社会構想として打ち出された Society 

5.0 の実現に向けた政策立案が各省庁に求められる中で、経済産業省の「『未来の教室』と Edtech

研究会」や文部科学省との関係性について、両省の協力を通じて GIGA スクール構想の実現に

つながったと評価する一方で、「両省の間で一体的な政策が立案できているかと言えばそうで
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開沼：「教育の情報化」政策における「ヒューマンウェア」の位置づけに関する考察



12 
 

はない」と指摘している。児美川は両省の学校教育に対するスタンスの違いについて、経済産

業省の「未来の教室」路線が「学校のスリム化・解体を準備し、民間教育産業がそれを補い、

取って代わっていくという帰結にあることを辞さない。いや、むしろ『歓迎』する」と評して

いる４１。 

また、文部科学省以外の主体による政策展開について、谷口は「学校教育の情報化政策，中

でも教科等の指導等における ICT の活用は，このような新たな教育方法の実現や教育機会の拡

張，それに伴う運用上の課題にとどまらない性格のものへと変容しつつある」と評している４２。

これは「社会の情報化（デジタル化）」の実現と連動している点においてはミレニアム・プロジ

ェクトをはじめとした教育の情報化政策を貫く特徴ともいえるが、谷口がデジタル社会形成政

策が成長戦略の主軸となっている点に着目しているように４３、主として経済対策（景気対策）

として実施されてきた整備期の資源配分政策とは方向性が異なるものと解される。 

2019 年には「学校教育の情報化の推進に関する法律」が制定された。これは超党派の「教育

における情報通信（ICT）の利活用促進をめざす議員連盟」をもとに議員立法として提出された

ものであり、学校教育の情報化の定義として「学校の各教科等の指導等における情報通信技術

の活用」「学校における情報教育の充実」「学校事務における情報通信技術の活用」が法定化さ

れることとなった。これを受け、文部科学省では「新時代の学びを支える先端技術活用推進方

策（最終まとめ）」として、「誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学び」の実

現をはかる旨が示された４４。2019 年 12 月には「教育の情報化に関する手引」が改訂され、2017

年版の学習指導要領改訂への対応が反映されている。 

 GIGA スクール構想は、公立学校情報機器整備費補助金（1 人 1 台端末整備）や公立学校情報

通信ネットワーク環境施設整備費補助金（校内通信ネットワーク整備）等の国庫補助を活用し

たものである。内容については、（１）児童生徒１人１台コンピュータ環境を実現するため、１

台当たり上限４.５万円を補助（国公立は定額、私立は２分の１補助）し、2023（令和 5）年度

までに、小中全学年での達成をはかる。「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画」に基づ

く地方財政措置を活用した「端末３クラスに１クラス分の配備」を除く、義務教育機関の「端

末３クラスに２クラス分の配備」が対象となる。（２）高速大容量の通信ネットワークを整備す

るため、2020（令和２）年度までに、全ての小・中・高校・特別支援学校等で校内ネットワー

クを完備する（国立は定額、公立私立は２分の１補助）。（３）モデル仕様書の提示や都道府県

レベルでの共同調達の推進等に関する施策を展開する。例えば、学習者用端末のモデル仕様に

ついては「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策」の考え方に基づき、「Microsoft Windows」

「Google Chrome OS」「iPadOS」の３OS について提示している。 

既述のように、GIGA スクール構想は本来 2023 年度までの計画として進められることを想定

したものであったが、新型コロナウイルス感染症の流行に伴うオンライン教育へのニーズの高

まりなどの影響に伴い、2020 年度の補正予算において、「GIGA スクール構想の加速による学び

の保障」として、（１）当初 2023（令和 5）年に達成する見込みであった端末整備を前倒しで支

援し、令和元年度の措置対象の小５・小６・中１）に加え、残りの小学校１～４年ならびに中

２・中３生すべてを対象化（２）障がいのある児童・生徒のための入出力支援装置の整備（３）

ICT 関係企業 OB 等の ICT 技術者を GIGA スクールサポーターとして配置を経費支援（４）Wi-
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の活用」「学校における情報教育の充実」「学校事務における情報通信技術の活用」が法定化さ

れることとなった。これを受け、文部科学省では「新時代の学びを支える先端技術活用推進方

策（最終まとめ）」として、「誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学び」の実

現をはかる旨が示された４４。2019 年 12 月には「教育の情報化に関する手引」が改訂され、2017

年版の学習指導要領改訂への対応が反映されている。 

 GIGA スクール構想は、公立学校情報機器整備費補助金（1 人 1 台端末整備）や公立学校情報

通信ネットワーク環境施設整備費補助金（校内通信ネットワーク整備）等の国庫補助を活用し

たものである。内容については、（１）児童生徒１人１台コンピュータ環境を実現するため、１

台当たり上限４.５万円を補助（国公立は定額、私立は２分の１補助）し、2023（令和 5）年度
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末３クラスに２クラス分の配備」が対象となる。（２）高速大容量の通信ネットワークを整備す

るため、2020（令和２）年度までに、全ての小・中・高校・特別支援学校等で校内ネットワー

クを完備する（国立は定額、公立私立は２分の１補助）。（３）モデル仕様書の提示や都道府県

レベルでの共同調達の推進等に関する施策を展開する。例えば、学習者用端末のモデル仕様に

ついては「新時代の学びを支える先端技術活用推進方策」の考え方に基づき、「Microsoft Windows」

「Google Chrome OS」「iPadOS」の３OS について提示している。 

既述のように、GIGA スクール構想は本来 2023 年度までの計画として進められることを想定

したものであったが、新型コロナウイルス感染症の流行に伴うオンライン教育へのニーズの高

まりなどの影響に伴い、2020 年度の補正予算において、「GIGA スクール構想の加速による学び

の保障」として、（１）当初 2023（令和 5）年に達成する見込みであった端末整備を前倒しで支

援し、令和元年度の措置対象の小５・小６・中１）に加え、残りの小学校１～４年ならびに中

２・中３生すべてを対象化（２）障がいのある児童・生徒のための入出力支援装置の整備（３）

ICT 関係企業 OB 等の ICT 技術者を GIGA スクールサポーターとして配置を経費支援（４）Wi-

13 
 

Fi 環境が整っていない家庭に対するモバイルルーター（LTE 通信環境）の無償貸与に係る経費

支援（５）教員用のカメラやマイクを整備して遠隔授業を可能にする ICT 環境の整備支援（６）

「学びの保障」オンライン学習システムの導入に向けた調査研究、が行われた。また、2020 年

には「教育の情報化に関する手引-追補版-」が示され、GIGA スクール構想を踏まえた ICT 環境

整備について追記が行われた。さらに 2021 年には中教審「「令和の日本型学校教育」の構築を

目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答

申）」が示された。Society5.0 時代の到来や新型コロナウイルスの感染拡大など「予測困難な時

代」に向けた学びのあり方として、「個別最適な学び（指導の個別化と学習の個性化）」「協働的

な学び」の重要性が示され、「令和の日本型学校教育」の構築に向けた ICT の活用として、従来

伸ばせなかった資質・能力の育成や、これまでできなかった学習活動の実施、１人１台端末の

活用を「当たり前」のことと捉え児童生徒自身が ICT を自由な発想で活用するための環境整備

や授業デザイン、クラウドの活用や教育データの蓄積・分析・利活用、校務効率化などの必要

性が打ち出された。特に、ICT の活用や，対面指導と遠隔・オンライン教育とのハイブリッド

化による指導の充実の観点から「児童生徒が ICT を『文房具』として自由な発想で活用できる」

授業改善が求められている点が特徴的である。文部科学省は、2020 年末から「GIGA StuDX」

の推進をはかり、Web サイト「StuDX Style」を開設して情報発信を行っている４５。児美川は、

文部科学省の「令和の日本型学校教育」路線は、従来の学校のかたちを守りながら、ICT（情報

通信技術）やデータ活用等の教育 DX は受け入れ、実施していくスタンス」と経済産業省の「未

来の教室」との相違を述べている４６。これは遠隔・オンライン教育とのハイブリッドという形

で従来の対面授業の重要性に言及がある点からも看取できる。 

 学校における教育の情報化の実態等に関する調査によれば、2020（令和２）年３月時点での

教育用コンピュータ１台あたり児童生徒数は平均 4.9 人であったが、2022（令和４）年以降は

0.9 人と大幅に整備が進み、統計上は１人１台端末環境が実現することとなった。そこで注目を

集めることとなったのが、いわゆる「教具・文具論」である。整備期までの教員による教具と

しての活用から、１人１台端末環境の実現に伴って児童生徒が主体的に端末の活用を判断し、

普段使いの文具として使いこなせる学習空間の実現に向けた授業デザインの見直しなどに移行

しつある。こうした動向はいくつかの自治体による「SAMR モデル」の実践などの施策にも表

れている４７。豊福は、「日本国内での情報教育（ICT 利活用教育）は、現状では教員主導・教具

的な説明提示用途に限られており、学習者自ら文具のように活用することを前提にしていない。

このような使い方は利用頻度が著しく低い（非日常）がゆえに、学習者の ICT 操作スキルには

大きな格差があり、教員が全て統制しようとするほど負担が過大になるという欠点がある」と

述べるとともに、「日本の子ども達にとってメールや SMS（ショートメッセージ）と言えば、

あくまで個人的でプライベートなもので、学校の公式連絡では普通は用いられず、授業中のト

レーニングも行われない」と、パブリックなオンラインコミュニケーションを扱えない状況を

指摘している。これは SAMR モデルの M や R の段階に影響するものである。 

 以上のように、普及期の特徴は「教育現場の情報化」、特に「学校の各教科等の指導等におけ

る情報通信技術の活用」や「学校事務における情報通信技術の活用」などの施策において「社

会の情報化（デジタル化）」との一体的推進が目指され、官邸や議連、文部科学省以外の省庁、

－ 147 －－ 147 －
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民間企業・団体などがそれぞれ並行・協力しながら政策展開をはかることで、環境整備につな

がった点が特徴的である。従来の地方財政措置による一般財源による地方自治体頼みであった

ICT 環境整備が、特定財源としての定額補助と組みあわせることで普及をはかる形となった。

他方、「情報化に対応するための教育」の側面では、「学校における情報教育の充実」が法定化

された一方で、１人１台端末の文具としての普段使いのあり方のような「教育現場の情報化」

に対応するための条件整備の重要性が急浮上してきた点がポイントとなっている。 

 次に、「教育の情報化」普及期の資源配分の特徴について、３点指摘しておきたい。 

 一点目は、省庁間の横断・連携から役割分化がはかられつつある点である。ネットワークな

どのインフラを中心としたハードウェア整備を担う総務省（「スマートスクール・プラットフォ

ーム実証事業」「地域における IoT の学び推進事業」「防災無線 LAN の学校等への整備」など）、

コンテンツやプログラムといったソフトウェアの整備に主眼を置く経済産業省（「EdTech 実証

事業」「革新的な教育事例等ガイドラインの策定」「学びと社会の連携促進事業（『未来の教室』

実証プロジェクトの後継）」「STEAMS 学習（文理融合型のプロジェクト学習）コンテンツの創

出」など）、そしてデジタル教科書などのソフトウェアに加えて人材の育成や配置に関するヒュ

ーマンウェアの整備を担う文部科学省（「カリキュラム・マネジメントやプログラミング等の事

例創出」「教員研修用教材の作成と地域リーダー創出のための教員セミナー」「情報モラル教育

の指導資料の改訂・配布」「ICT を活用した教育推進自治体応援事業」「ICT 活用アドバイザー

の派遣」「統合型校務支援システムの導入実証研究事業」「学習者用デジタル教科書の活用普及」

など）、それぞれの省庁が互いに主導権を握っている点が特徴的である。他にも補正予算におい

て厚生労働省（保健医療ビッグデータの活用や保育関連の ICT 業務支援、オンライン研修の教

材作成経費支援など）による教育の情報化推進に関する予算も計上された。 

二点目は、従来の地方財政措置による整備の遅れや停滞に対する対策として、国庫補助の条

件に組み込むことで端末整備を進めた点である。GIGA スクール構想の実現に向け、2019 年度

の文部科学省補正予算で 2318 億円（公立 2173 億円、私立 119 億円、国立 26 億円）を計上し、

2020 年度の当初予算と合わせて展開がはかられた。 

三点目は、ヒューマンウェアの多様化である。黎明期の ICT 担当教員の自前育成から整備期

の ICT 支援員の配置等を経て、普及期では ICT 活用アドバイザーや GIGA スクールサポーター

等の人材の育成・配置がはかられるようになった。これは、「教育の情報化」整備期における配

備機器を活用するためのソフトウェアやヒューマンウェアの量的側面に対する課題から、多様

な人材のサポートを得て「どのように使う（べき）か」といった質的課題への移行とみること

ができる。SAMR モデルの登場なども同様と解することができるだろう。 

 

 

３３－－４４．．「「教教育育のの情情報報化化」」活活用用期期 

 

GIGA スクール構想によって配備された端末などがリプレースの時期を迎え、持続可能な環

境整備のあり方と ICT の活用を前提とした教育観・学習観の転換が求められつつある GIGA ス

クール第二期以降を、本稿では「教育の情報化」活用期と位置づける。 

－ 148 －－ 148 －
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民間企業・団体などがそれぞれ並行・協力しながら政策展開をはかることで、環境整備につな

がった点が特徴的である。従来の地方財政措置による一般財源による地方自治体頼みであった

ICT 環境整備が、特定財源としての定額補助と組みあわせることで普及をはかる形となった。

他方、「情報化に対応するための教育」の側面では、「学校における情報教育の充実」が法定化

された一方で、１人１台端末の文具としての普段使いのあり方のような「教育現場の情報化」

に対応するための条件整備の重要性が急浮上してきた点がポイントとなっている。 

 次に、「教育の情報化」普及期の資源配分の特徴について、３点指摘しておきたい。 

 一点目は、省庁間の横断・連携から役割分化がはかられつつある点である。ネットワークな

どのインフラを中心としたハードウェア整備を担う総務省（「スマートスクール・プラットフォ

ーム実証事業」「地域における IoT の学び推進事業」「防災無線 LAN の学校等への整備」など）、

コンテンツやプログラムといったソフトウェアの整備に主眼を置く経済産業省（「EdTech 実証

事業」「革新的な教育事例等ガイドラインの策定」「学びと社会の連携促進事業（『未来の教室』

実証プロジェクトの後継）」「STEAMS 学習（文理融合型のプロジェクト学習）コンテンツの創

出」など）、そしてデジタル教科書などのソフトウェアに加えて人材の育成や配置に関するヒュ

ーマンウェアの整備を担う文部科学省（「カリキュラム・マネジメントやプログラミング等の事

例創出」「教員研修用教材の作成と地域リーダー創出のための教員セミナー」「情報モラル教育

の指導資料の改訂・配布」「ICT を活用した教育推進自治体応援事業」「ICT 活用アドバイザー

の派遣」「統合型校務支援システムの導入実証研究事業」「学習者用デジタル教科書の活用普及」

など）、それぞれの省庁が互いに主導権を握っている点が特徴的である。他にも補正予算におい

て厚生労働省（保健医療ビッグデータの活用や保育関連の ICT 業務支援、オンライン研修の教

材作成経費支援など）による教育の情報化推進に関する予算も計上された。 

二点目は、従来の地方財政措置による整備の遅れや停滞に対する対策として、国庫補助の条

件に組み込むことで端末整備を進めた点である。GIGA スクール構想の実現に向け、2019 年度

の文部科学省補正予算で 2318 億円（公立 2173 億円、私立 119 億円、国立 26 億円）を計上し、

2020 年度の当初予算と合わせて展開がはかられた。 

三点目は、ヒューマンウェアの多様化である。黎明期の ICT 担当教員の自前育成から整備期

の ICT 支援員の配置等を経て、普及期では ICT 活用アドバイザーや GIGA スクールサポーター

等の人材の育成・配置がはかられるようになった。これは、「教育の情報化」整備期における配

備機器を活用するためのソフトウェアやヒューマンウェアの量的側面に対する課題から、多様

な人材のサポートを得て「どのように使う（べき）か」といった質的課題への移行とみること

ができる。SAMR モデルの登場なども同様と解することができるだろう。 

 

 

３３－－４４．．「「教教育育のの情情報報化化」」活活用用期期 

 

GIGA スクール構想によって配備された端末などがリプレースの時期を迎え、持続可能な環

境整備のあり方と ICT の活用を前提とした教育観・学習観の転換が求められつつある GIGA ス

クール第二期以降を、本稿では「教育の情報化」活用期と位置づける。 
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2023 年度の補正予算において、GIGA スクール構想の第２期を見据えた端末更新等に関する

経費が計上された。公立学校情報機器整備事業費補助金により都道府県に造成された基金

（「GIGA スクール構想加速化基金」）をもとに、2025 年度までの更新分に対して都道府県単位

での共同調達を原則とした整備を進める形となった。補助金等を原資に特定用途に充てるため

他の財産と区分して保有する基金による経費支出で複数年単位での整備が可能となった一方で、

共同調達に伴う共通仕様の策定や事業者の選定に関して義務教育機関の主たる設置者である市

町村と経費を支出する都道府県との間の調整が重要となる。補助基準額は１台当たり 55000 円

で、公立学校の端末整備については補助率が３分の２とされた（国立は 10 割、私立は３分の

２）。同時に 15％以内の予備機が補助対象となり、残りの３分の１の端末整備や指導者用端末

の整備が求められた。 

 一方、「教育の ICT 化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022 年度）」は 2024 年度までの

２年間延長され、2024 年度は自治体が行う 1 人 1 代端末の整備経費として 373 億円、それ以外

の学校 ICT 環境整備経費に 1,432 億円の地方財政措置をとることとなった。その後、文部科学

省は「令和 7 年度以降の学校における ICT 環境の整備方針」を踏まえた「学校の ICT 環境整備

3 か年計画（2025～27 年度）」を策定し、単年度 1464 憶円が地方財政措置として計上されるこ

ととなった。目標水準としては、学校のネットワーク整備（帯域確保や無線 LAN など）：100％、

高校生の学習者用端末：生徒数の３分の１程度、教師用端末：指導者用・校務用１人１台、業

務用ディスプレイ１人１台、校務支援（次世代型・統合型）システム：100％、ICT 支援員：４

校に１人、教室の ICT 機器（大型提示装置・実物投影機）普通教室１台＋特別教室用各校６台、

その他充電装置の整備などである。これを、GIGA スクール構想加速化基金を活用した義務教

育段階の端末整備（補助率 2/3）の地方負担分として単年度 373 億円の措置と合わせて実施す

ることとなっている。文部科学省がこうした教育 DX の推進に係る KPI（Key Performance 

Indicator、重要業績評価指標）は、「必要なネットワーク速度を確保している学校 100%（2025

年度）」「次世代の校務システムを導入済みの自治体 100%（2029 年度）」「教職員の働き方改革

にも資するロケーションフリーでの校務処理を行っている自治体 100%（2025 年度）」である。

これらの整備を GIGA スクール構想（第２期）と組みあわせて進める形となっている。 

 以上を整理すると、活用期の特徴は、「教育現場の情報化」のアップデート（更新）をどう進

めていくかといった観点と、「情報化に対応するための教育」を授業や教育現場の改革とどうつ

なげていくのか（どのように向き合うのか）といった観点に集約される。 

 次に、「教育の情報化」活用期の資源配分に目を向けると、2023 年度の文部科学省補正予算

において、GIGA スクール構想第２期関連で 2661 億円が計上された。GIGA 端末更新費用とし

て公立学校に 2643 億円、国立・私立・日本人学校等の端末予算として 18 億円が計上された。

また、「ネットワークアセスメント実施促進事業」に 23 億円、「GIGA スクール運営支援センタ

ー整備事業」は 2023 年度補正予算として 35 億円、2024 年度予算案として 5 億円、合わせて 40

億円が予算化された。さらに、「GIGA スクールにおける学びの充実」として、2023 年度補正予

算で 2 億円、2024 年度予算で 3 億円が計上され、「次世代の校務デジタル化推進実証事業」で

は 2023 年度補正予算として 2 億円、2024 年度予算として 3 億円が措置された。さらに「教育

DX を支える基盤的ツールの整備・活用」では 2023 年度補正予算として 5 億円、2024 年度予算
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として 9 億円が計上された。この他、「文部科学省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推

進（開発：3 億 9900 万円）」や「文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促

進」（開発： 4800 万円）「生成 AI の校務での活用に関する実証研究（2 億円）」「リーディング

DX スクールの推進」などが計上された。2024 年度の予算では「学校 DX 戦略アドバイザーの

配置（1 億 9000 万円）」や「情報モラル教育推進事業（5000 万円）」「児童生徒の情報活用能力

の把握に関する調査研究（9000 万円）」「次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術・教育デ

ータの利活用推進（1 億円）」「次世代の校務のデジタル化モデル実証研究（3 億円）」「文部科学

省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推進（運用：7 億 1,400 万円）」「文部科学省 WEB 調

査システム（EduSurvey）の開発・活用促進（運用：6700 万円）」「教育データの利活用の推進」

（2023 年度補正予算額 6000 万円、2024 年度予算 8600 万円）」「学習者用デジタル教科書購入

費（15 億 6500 万円）」「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業（1 億

2400 万円）」が計上された。 

 以上のように、活用期の資源配分はハードウェアとしての端末やソフトウェアとしてのデジ

タル教科書などが対象となる計画的な更新のあり方が求められる点と、次世代を見据えた教育

DX の推進や AI の活用など、ハードウェアやソフトウェアの「使い方」のような技術面だけで

は解決できない活用の質的側面の転換に照準がある点に特徴がある。 

 

 

4．．考考察察 
 

前章で整理した「教育の情報化」政策の黎明期・整備期・普及期・活用期の特徴をまとめる

と表１のように整理できる。 

「教育の情報化」政策の黎明期から、資源配分のあり方をハード面・ソフト面と分類しなが

ら整理する方途は珍しくはないが、２章で整理したように「ヒューマンウェア」（人的資源）を

どのように捉えるかは定義が難しい。「教育の情報化」政策においては、黎明期から整備期にか

けて、一貫して端末をはじめとした機器の配備やネットワーク環境の整備がボトルネックとな

っており、常にハードウェアの整備を優先した資源配分になりやすい傾向を整理してきた。他

方、１人１台端末環境の整備が完了した活用期以降においても、環境のアップデート（更新）

を意識しなければならない点に鑑みれば、こうしたハードウェア重視の姿勢は今後も続きうる

ものと解することができる。技術の陳腐化に伴う技術革新の速さに対応するためには、ハード

ウェアの整備にかかる費用が常に大きなシェアを占めるのは当然であり、金額の多寡や割合・

比率のみをもってハードウェア重視かどうかを論じるのは慎重に考える必要がある。また、個々

の施策をもってそれがハードウェアにもソフトウェアにも、あるいはヒューマンウェアにも関

連する場合が少なからず存在する点が区別や判断を難しくしている。こうした状況の中で、ハ

ードウェア重視の姿勢の有無をどのように判断すべきかである。ヒューマンウェアの位置づけ

を視野に入れつつ、まずは各々の定義について検討してみたい。 
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として 9 億円が計上された。この他、「文部科学省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推

進（開発：3 億 9900 万円）」や「文部科学省 WEB 調査システム（EduSurvey）の開発・活用促

進」（開発： 4800 万円）「生成 AI の校務での活用に関する実証研究（2 億円）」「リーディング

DX スクールの推進」などが計上された。2024 年度の予算では「学校 DX 戦略アドバイザーの

配置（1 億 9000 万円）」や「情報モラル教育推進事業（5000 万円）」「児童生徒の情報活用能力

の把握に関する調査研究（9000 万円）」「次世代の学校・教育現場を見据えた先端技術・教育デ

ータの利活用推進（1 億円）」「次世代の校務のデジタル化モデル実証研究（3 億円）」「文部科学

省 CBT システム（MEXCBT）の改善・活用推進（運用：7 億 1,400 万円）」「文部科学省 WEB 調

査システム（EduSurvey）の開発・活用促進（運用：6700 万円）」「教育データの利活用の推進」

（2023 年度補正予算額 6000 万円、2024 年度予算 8600 万円）」「学習者用デジタル教科書購入

費（15 億 6500 万円）」「学習者用デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究事業（1 億

2400 万円）」が計上された。 

 以上のように、活用期の資源配分はハードウェアとしての端末やソフトウェアとしてのデジ

タル教科書などが対象となる計画的な更新のあり方が求められる点と、次世代を見据えた教育

DX の推進や AI の活用など、ハードウェアやソフトウェアの「使い方」のような技術面だけで

は解決できない活用の質的側面の転換に照準がある点に特徴がある。 

 

 

4．．考考察察 
 

前章で整理した「教育の情報化」政策の黎明期・整備期・普及期・活用期の特徴をまとめる

と表１のように整理できる。 

「教育の情報化」政策の黎明期から、資源配分のあり方をハード面・ソフト面と分類しなが

ら整理する方途は珍しくはないが、２章で整理したように「ヒューマンウェア」（人的資源）を

どのように捉えるかは定義が難しい。「教育の情報化」政策においては、黎明期から整備期にか

けて、一貫して端末をはじめとした機器の配備やネットワーク環境の整備がボトルネックとな

っており、常にハードウェアの整備を優先した資源配分になりやすい傾向を整理してきた。他

方、１人１台端末環境の整備が完了した活用期以降においても、環境のアップデート（更新）

を意識しなければならない点に鑑みれば、こうしたハードウェア重視の姿勢は今後も続きうる

ものと解することができる。技術の陳腐化に伴う技術革新の速さに対応するためには、ハード

ウェアの整備にかかる費用が常に大きなシェアを占めるのは当然であり、金額の多寡や割合・

比率のみをもってハードウェア重視かどうかを論じるのは慎重に考える必要がある。また、個々

の施策をもってそれがハードウェアにもソフトウェアにも、あるいはヒューマンウェアにも関

連する場合が少なからず存在する点が区別や判断を難しくしている。こうした状況の中で、ハ

ードウェア重視の姿勢の有無をどのように判断すべきかである。ヒューマンウェアの位置づけ

を視野に入れつつ、まずは各々の定義について検討してみたい。 
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表表１１：：「「教教育育のの情情報報化化」」時時期期区区分分にによよるる政政策策的的なな特特徴徴 

 
                                                                  注注：：筆筆者者作作成成。。 

前前半半期期（（～～
11998855年年
頃頃））

専専門門教教育育ととししててのの情情報報処処理理教教育育ややCCAAII等等のの分分野野限限定定的的・・局局地地的的
なな利利用用

後後半半期期
（（11998855年年
頃頃～～））

「「情情報報教教育育元元年年」」以以降降、、情情報報教教育育（（情情報報化化にに対対応応すするるたためめのの教教
育育））のの展展開開がが俎俎上上にに  。。分分野野限限定定的的・・局局地地的的なな利利用用かからら、、教教育育課課
程程全全体体へへのの関関与与をを志志向向

情情報報活活用用能能力力のの育育成成をを目目的的ととししたた「「情情報報教教育育」」（（情情報報化化にに対対応応
すするるたためめのの教教育育））とと、、各各教教科科等等のの目目標標をを達達成成すするる際際にに効効果果的的にに
IITTをを活活用用すするるこことと（（教教育育現現場場のの情情報報化化））

ミミレレニニアアムム・・ププロロジジェェククトトややススククーールルニニュューーデディィーールル政政策策、、
フフュューーチチャャーーススククーールル推推進進事事業業（（総総務務省省））とと学学びびののイイノノベベーー
シショョンン事事業業（（文文部部科科学学省省））ななどど、、社社会会全全体体のの情情報報化化政政策策やや経経済済
対対策策ととししてて省省庁庁横横断断的的にに推推進進（（補補正正予予算算））

教教育育振振興興基基本本計計画画にによよるる政政策策指指標標化化（（例例::  ココンンピピュューータタ11台台ああたた
りりのの児児童童生生徒徒数数））

校校務務のの情情報報化化がが焦焦点点化化

地地方方財財政政措措置置にによよるる整整備備のの遅遅れれ／／目目標標未未達達

GGIIGGAAススククーールル構構想想のの実実現現（（１１人人１１台台端端末末環環境境のの実実現現））をを国国家家
意意思思ととししてて明明確確化化

SSoocciieettyy  55..00対対応応、、「「個個別別最最適適なな学学びび」」「「協協働働的的なな学学びび」」のの実実
現現をを目目標標

省省庁庁（（文文科科省省・・経経産産省省ななどど））のの役役割割分分化化

持持続続可可能能なな環環境境整整備備（（リリププレレーースス））

教教育育DDXXのの推推進進ややAAIIのの活活用用

授授業業・・教教育育現現場場のの改改革革とと情情報報化化ををどどううつつななげげるるかか（（利利活活用用））にに
着着目目

次次世世代代型型校校務務シシスステテムム導導入入ややロロケケーーシショョンンフフリリーー校校務務処処理理のの推推
進進

活活用用期期  ((GGIIGGAA第第22期期、、
22002244年年頃頃〜〜))

時時期期 政政策策的的なな特特徴徴

黎黎明明期期
((11998855年年
頃頃〜〜))

整整備備期期  ((11999999年年頃頃〜〜))

普普及及期期  ((22001199年年頃頃〜〜))

前前半半期期
（（～～11998855
年年頃頃））

専専門門教教育育ととししててのの情情報報処処理理教教育育ややCCAAII等等のの分分野野限限定定的的・・局局地地的的なな利利
用用

後後半半期期
（（11998855年年
頃頃～～））

「「情情報報教教育育元元年年」」以以降降、、情情報報教教育育（（情情報報化化にに対対応応すするるたためめのの教教育育））
のの展展開開がが俎俎上上にに

分分野野限限定定的的・・局局地地的的なな利利用用かからら、、教教育育課課程程全全体体へへのの関関与与をを志志向向

情情報報活活用用能能力力のの育育成成をを目目的的ととししたた「「情情報報教教育育」」（（情情報報化化にに対対応応すするる
たためめのの教教育育））とと、、各各教教科科等等のの目目標標をを達達成成すするる際際にに効効果果的的ににIITTをを活活用用
すするるこことと（（教教育育現現場場のの情情報報化化））

ミミレレニニアアムム・・ププロロジジェェククトトややススククーールルニニュューーデディィーールル政政策策、、フフュューー
チチャャーーススククーールル推推進進事事業業（（総総務務省省））とと学学びびののイイノノベベーーシショョンン事事業業
（（文文部部科科学学省省））ななどど、、社社会会全全体体のの情情報報化化政政策策やや経経済済対対策策ととししてて省省庁庁
横横断断的的にに推推進進（（補補正正予予算算））

教教育育振振興興基基本本計計画画にによよるる政政策策指指標標化化
（（例例::  ココンンピピュューータタ11台台ああたたりりのの児児童童生生徒徒数数））

校校務務のの情情報報化化がが焦焦点点化化

地地方方財財政政措措置置にによよるる整整備備のの遅遅れれ／／目目標標未未達達

GGIIGGAAススククーールル構構想想のの実実現現（（１１人人１１台台端端末末環環境境のの実実現現））をを国国家家意意思思
ととししてて明明確確化化

SSoocciieettyy  55..00対対応応、、「「個個別別最最適適なな学学びび」」「「協協働働的的なな学学びび」」のの実実現現をを
目目標標

省省庁庁（（文文科科省省・・経経産産省省ななどど））のの役役割割分分化化

持持続続可可能能なな環環境境整整備備（（リリププレレーースス））

教教育育DDXXのの推推進進ややAAIIのの活活用用

授授業業・・教教育育現現場場のの改改革革とと情情報報化化ををどどううつつななげげるるかか（（利利活活用用））にに着着目目

次次世世代代型型校校務務シシスステテムム導導入入ややロロケケーーシショョンンフフリリーー校校務務処処理理のの推推進進

活活用用期期
  ((GGIIGGAA第第22期期、、22002244
年年頃頃〜〜))

時時期期 政政策策的的なな特特徴徴

黎黎明明期期

整整備備期期
  ((11999999年年頃頃〜〜))

普普及及期期
  ((22001199年年頃頃〜〜))
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表表２２：：「「教教育育のの情情報報化化」」時時期期区区分分にによよるる資資源源配配分分のの変変遷遷 

 

                                                                  注注：：筆筆者者作作成成。。 

ハハーードドウウェェアア ソソフフトトウウェェアア ヒヒュューーママンンウウェェアア

前前半半期期（（～～
11998855年年
頃頃））

後後半半期期
（（11998855年年
頃頃～～））

パパソソココンン教教室室へへのの配配備備がが中中心心
・・第第一一次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（中中学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備
：：　　国国庫庫補補助助））
・・第第二二次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（小小学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備：：
地地方方財財政政措措置置））

・・ソソフフトトウウェェアア購購入入ののたためめのの
補補助助（（地地方方財財政政措措置置））
・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの作作成成

・・ココンンピピュューータタ基基礎礎研研修修ななどど

※※操操作作ででききるる教教員員のの量量的的不不足足
　　
（（2200％％未未満満））

ココンンピピュューータタ教教室室にに加加ええ、、普普
通通教教室室へへのの整整備備がが進進展展
・・公公立立学学校校ののココンンピピュューータタのの
整整備備・・イインンタターーネネッットト接接続続
・・公公立立学学校校のの校校内内LLAANNのの整整備備

電電子子黒黒板板ななどど教教具具ととししててのの機機
器器整整備備（（ススククーールル・・ニニュューー
デディィーールル政政策策））
・・地地上上デデジジタタルル放放送送へへのの対対応応
（（電電子子黒黒板板やや大大型型テテレレビビのの導導
入入））

・・学学校校教教育育用用ココンンテテンンツツのの開開
発発

・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの改改訂訂

・・新新学学習習指指導導要要領領のの円円滑滑なな実実
施施ののたためめのの教教材材整整備備緊緊急急33かか
年年計計画画

・・校校務務支支援援シシスステテムム

・・デデジジタタルル教教科科書書（（教教材材））のの
整整備備

教教員員ののIICCTT活活用用指指導導力力のの育育成成

・・教教育育情情報報化化推推進進指指導導者者養養成成
研研修修
・・高高校校新新教教科科（（情情報報・・福福祉祉））
指指導導者者研研究究協協議議会会
・・新新産産業業技技術術指指導導者者養養成成講講習習
・・教教員員ののIITT活活用用力力向向上上事事業業
・・情情報報モモララルル教教育育のの推推進進
・・IICCTT支支援援員員のの委委嘱嘱

※※指指導導ででききるる教教員員のの量量的的拡拡大大

・・児児童童生生徒徒１１人人１１台台端端末末のの整整
備備：：国国庫庫補補助助（（特特定定財財源源））とと
地地方方財財政政措措置置のの組組みみ合合わわせせ

・・高高速速大大容容量量のの校校内内ネネッットト
ワワーークク整整備備

新新たたなな学学びびをを創創出出すするるシシスステテ
ムム・・ププララッットトフフォォーームム

・・教教育育ククララウウドドのの活活用用

・・教教育育デデーータタのの蓄蓄積積・・分分析析

・・オオンンラライインン学学習習シシスステテムム導導
入入にに向向けけたた調調査査研研究究

・・統統合合型型校校務務支支援援シシスステテムムのの
導導入入もも推推進進

・・IICCTT技技術術者者（（GGIIGGAAススククーールル
ササポポーータターー））のの配配置置支支援援

・・１１人人１１台台端端末末のの「「文文具具」」とと
ししててのの普普段段使使いいをを前前提提ととししたた
授授業業改改善善

※※人人的的資資源源のの育育成成・・配配置置のの多多
様様化化
（（ササポポーートト人人材材のの量量的的拡拡大大→→
質質的的向向上上））

・・GGIIGGAAススククーールル構構想想のの第第22期期
をを見見据据ええたた端端末末更更新新（（基基金金をを
活活用用ししたた複複数数年年整整備備））

・・教教師師用用端端末末・・業業務務用用デディィスス
ププレレイイのの11人人11台台目目標標設設定定

・・高高等等学学校校へへのの端端末末整整備備

次次世世代代型型・・統統合合型型校校務務支支援援シシ
スステテムムのの110000％％整整備備がが目目標標

・・IICCTT支支援援員員のの配配置置目目標標（（44
校校にに11人人））をを継継続続実実施施

・・授授業業やや教教育育現現場場のの改改革革へへ向向
けけたた指指導導力力やや意意識識ののアアッッププ
デデーートト（（研研修修等等））

※※授授業業変変革革ににむむけけたた教教育育人人材材
のの質質的的転転換換

活活用用期期  ((GGIIGGAA第第22期期、、
22002244年年頃頃〜〜))

時時期期
国国にによよるる資資源源配配分分

黎黎明明期期
((11998855年年
頃頃〜〜))

整整備備期期  ((11999999年年頃頃〜〜))

普普及及期期  ((22001199年年頃頃〜〜))

ハハーードドウウェェアア ソソフフトトウウェェアア ヒヒュューーママンンウウェェアア

前前半半期期
（（～～11998855
年年頃頃））

後後半半期期
（（11998855年年
頃頃～～））

パパソソココンン教教室室へへのの配配備備がが中中心心

・・第第一一次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（中中学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備
：：国国庫庫補補助助））
・・第第二二次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（小小学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備：：
地地方方財財政政措措置置））

・・ソソフフトトウウェェアア購購入入ののたためめのの
補補助助（（地地方方財財政政措措置置））

・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの作作成成

・・ココンンピピュューータタ基基礎礎研研修修ななどど

※※操操作作ででききるる教教員員のの量量的的不不足足
　　（（2200％％未未満満））

ココンンピピュューータタ教教室室にに加加ええ、、普普
通通教教室室へへのの整整備備がが進進展展

・・公公立立学学校校ののココンンピピュューータタのの
整整備備・・イインンタターーネネッットト接接続続
・・公公立立学学校校のの校校内内LLAANNのの整整備備
・・電電子子黒黒板板ななどど教教具具ととししててのの
機機器器整整備備（（ススククーールル・・ニニュューー
デディィーールル政政策策等等））
・・地地上上デデジジタタルル放放送送へへのの対対応応
（（電電子子黒黒板板やや大大型型テテレレビビのの導導
入入））

・・学学校校教教育育用用ココンンテテンンツツのの開開
発発

・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの改改訂訂
・・新新学学習習指指導導要要領領のの円円滑滑なな実実
施施ののたためめのの教教材材整整備備緊緊急急33かか
年年計計画画
・・校校務務支支援援シシスステテムム
・・デデジジタタルル教教科科書書（（教教材材））のの
整整備備

教教員員ののIICCTT活活用用指指導導力力のの育育成成

・・教教育育情情報報化化推推進進指指導導者者養養成成
研研修修
・・高高校校新新教教科科（（情情報報・・福福祉祉））
指指導導者者研研究究協協議議会会
・・新新産産業業技技術術指指導導者者養養成成講講習習
・・教教員員ののIITT活活用用力力向向上上事事業業
・・情情報報モモララルル教教育育のの推推進進
・・IICCTT支支援援員員のの委委嘱嘱

※※指指導導ででききるる教教員員のの量量的的拡拡大大

・・児児童童生生徒徒１１人人１１台台端端末末のの整整
備備：：国国庫庫補補助助（（特特定定財財源源））とと
地地方方財財政政措措置置のの組組みみ合合わわせせ

・・高高速速大大容容量量のの校校内内ネネッットト
ワワーークク整整備備

新新たたなな学学びびをを創創出出すするるシシスステテ
ムム・・ププララッットトフフォォーームム

・・教教育育ククララウウドドのの活活用用
・・教教育育デデーータタのの蓄蓄積積・・分分析析
・・オオンンラライインン学学習習シシスステテムム導導
入入にに向向けけたた調調査査研研究究
・・統統合合型型校校務務支支援援シシスステテムムのの
導導入入
・・デデジジタタルル教教科科書書のの活活用用環環境境
整整備備

・・IICCTT技技術術者者（（GGIIGGAAススククーールル
ササポポーータターー））のの配配置置支支援援
・・１１人人１１台台端端末末のの「「文文具具」」とと
ししててのの普普段段使使いいをを前前提提ととししたた
授授業業改改善善

※※人人的的資資源源のの育育成成・・配配置置のの多多
様様化化
（（ササポポーートト人人材材のの量量的的拡拡大大→→
質質的的向向上上））

・・GGIIGGAAススククーールル構構想想のの第第22期期
をを見見据据ええたた端端末末更更新新（（基基金金をを
活活用用ししたた複複数数年年整整備備））

・・教教師師用用端端末末・・業業務務用用デディィスス
ププレレイイのの11人人11台台目目標標設設定定

・・高高等等学学校校へへのの端端末末整整備備

次次世世代代型型・・統統合合型型校校務務支支援援シシ
スステテムムのの110000％％整整備備をを目目標標

・・IICCTT支支援援員員のの配配置置目目標標（（44
校校にに11人人））をを継継続続実実施施

・・授授業業やや教教育育現現場場のの改改革革へへ向向
けけたた指指導導力力やや意意識識ののアアッッププ
デデーートト（（研研修修等等））

※※授授業業変変革革ににむむけけたた教教育育人人材材
のの質質的的転転換換

活活用用期期
  ((GGIIGGAA第第２２期期、、22002244
年年頃頃〜〜))

時時期期
国国にによよるる資資源源配配分分

黎黎明明期期

整整備備期期
  ((11999999年年頃頃〜〜))

普普及及期期
  ((22001199年年頃頃〜〜))

専専門門教教育育等等のの局局地地的的・・部部分分的的なな整整備備がが中中心心

－ 152 －－ 152 －
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表表２２：：「「教教育育のの情情報報化化」」時時期期区区分分にによよるる資資源源配配分分のの変変遷遷 

 

                                                                  注注：：筆筆者者作作成成。。 

ハハーードドウウェェアア ソソフフトトウウェェアア ヒヒュューーママンンウウェェアア

前前半半期期（（～～
11998855年年
頃頃））

後後半半期期
（（11998855年年
頃頃～～））

パパソソココンン教教室室へへのの配配備備がが中中心心
・・第第一一次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（中中学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備
：：　　国国庫庫補補助助））
・・第第二二次次教教育育用用ココンンピピュューータタ
整整備備計計画画（（小小学学校校ののココンン
ピピュューータタ教教室室へへのの端端末末整整備備：：
地地方方財財政政措措置置））

・・ソソフフトトウウェェアア購購入入ののたためめのの
補補助助（（地地方方財財政政措措置置））
・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの作作成成

・・ココンンピピュューータタ基基礎礎研研修修ななどど

※※操操作作ででききるる教教員員のの量量的的不不足足
　　
（（2200％％未未満満））

ココンンピピュューータタ教教室室にに加加ええ、、普普
通通教教室室へへのの整整備備がが進進展展
・・公公立立学学校校ののココンンピピュューータタのの
整整備備・・イインンタターーネネッットト接接続続
・・公公立立学学校校のの校校内内LLAANNのの整整備備

電電子子黒黒板板ななどど教教具具ととししててのの機機
器器整整備備（（ススククーールル・・ニニュューー
デディィーールル政政策策））
・・地地上上デデジジタタルル放放送送へへのの対対応応
（（電電子子黒黒板板やや大大型型テテレレビビのの導導
入入））

・・学学校校教教育育用用ココンンテテンンツツのの開開
発発

・・「「情情報報教教育育にに関関すするる手手引引
きき」」のの改改訂訂

・・新新学学習習指指導導要要領領のの円円滑滑なな実実
施施ののたためめのの教教材材整整備備緊緊急急33かか
年年計計画画

・・校校務務支支援援シシスステテムム

・・デデジジタタルル教教科科書書（（教教材材））のの
整整備備

教教員員ののIICCTT活活用用指指導導力力のの育育成成

・・教教育育情情報報化化推推進進指指導導者者養養成成
研研修修
・・高高校校新新教教科科（（情情報報・・福福祉祉））
指指導導者者研研究究協協議議会会
・・新新産産業業技技術術指指導導者者養養成成講講習習
・・教教員員ののIITT活活用用力力向向上上事事業業
・・情情報報モモララルル教教育育のの推推進進
・・IICCTT支支援援員員のの委委嘱嘱

※※指指導導ででききるる教教員員のの量量的的拡拡大大

・・児児童童生生徒徒１１人人１１台台端端末末のの整整
備備：：国国庫庫補補助助（（特特定定財財源源））とと
地地方方財財政政措措置置のの組組みみ合合わわせせ

・・高高速速大大容容量量のの校校内内ネネッットト
ワワーークク整整備備

新新たたなな学学びびをを創創出出すするるシシスステテ
ムム・・ププララッットトフフォォーームム

・・教教育育ククララウウドドのの活活用用

・・教教育育デデーータタのの蓄蓄積積・・分分析析

・・オオンンラライインン学学習習シシスステテムム導導
入入にに向向けけたた調調査査研研究究

・・統統合合型型校校務務支支援援シシスステテムムのの
導導入入もも推推進進

・・IICCTT技技術術者者（（GGIIGGAAススククーールル
ササポポーータターー））のの配配置置支支援援

・・１１人人１１台台端端末末のの「「文文具具」」とと
ししててのの普普段段使使いいをを前前提提ととししたた
授授業業改改善善

※※人人的的資資源源のの育育成成・・配配置置のの多多
様様化化
（（ササポポーートト人人材材のの量量的的拡拡大大→→
質質的的向向上上））

・・GGIIGGAAススククーールル構構想想のの第第22期期
をを見見据据ええたた端端末末更更新新（（基基金金をを
活活用用ししたた複複数数年年整整備備））

・・教教師師用用端端末末・・業業務務用用デディィスス
ププレレイイのの11人人11台台目目標標設設定定

・・高高等等学学校校へへのの端端末末整整備備

次次世世代代型型・・統統合合型型校校務務支支援援シシ
スステテムムのの110000％％整整備備がが目目標標

・・IICCTT支支援援員員のの配配置置目目標標（（44
校校にに11人人））をを継継続続実実施施

・・授授業業やや教教育育現現場場のの改改革革へへ向向
けけたた指指導導力力やや意意識識ののアアッッププ
デデーートト（（研研修修等等））

※※授授業業変変革革ににむむけけたた教教育育人人材材
のの質質的的転転換換

活活用用期期  ((GGIIGGAA第第22期期、、
22002244年年頃頃〜〜))

時時期期
国国にによよるる資資源源配配分分

黎黎明明期期
((11998855年年
頃頃〜〜))

整整備備期期  ((11999999年年頃頃〜〜))

普普及及期期  ((22001199年年頃頃〜〜))
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本稿では、各期の相違を区別する観点として「教育現場の情報化」「情報化に対応するための

教育」の２側面に着目してきた。学校教育の情報化の推進に関する法律の定義に従えば、前者

が「学校の各教科等の指導等における情報通信技術の活用」や「学校事務における情報通信技

術の活用」、後者が「学校における情報教育の充実」と捉えたくなるが、３章の普及期・活用期

で特徴に挙げたように、「教育現場の情報化」が従来の教育デザインの変革を伴う場合には「教

育現場の情報化」に適応するための「情報化に対応する教育」の必要性が浮上する。両者は厳

密に区別できるものではなく、連続的な関係にあるものと解される。 

 「教育現場の情報化」に順応する人と不適応を起こす人の間には活用状況に格差が生まれる。

その前提として、「教育現場の情報化」が進んでいる地域（あるいは学校や学級）と遅れている

地域ではその時点で格差が生じていることも考えうる。地域間格差の問題は３章でも確認した

が、こうした状況は「デジタル・デバイド」の発生要因と捉えることができる４８。普及期以降

の 1 人 1 台端末環境の全国展開に伴い、ハードウェアに関する地域格差は解消に近づきつつあ

る今後において、課題となるのは個人間格差の問題である。 

 デジタル・デバイドにおける個人間格差をもたらす要因については、個人に帰属する資質能

力や意識の問題と、個人を取り巻く家庭等の環境の差異の双方が想定される。前者については、

主に技術的な知識・能力や環境（Technology）の差によって「使えない」人が直面する問題と考

えられる場合が少なくないが、意識（もしくは思想）の差によって「使わない」人が直面する

課題でもある。このデジタルに対する負の意識にどう働きかけるかは「情報化に対応するため

の教育」において検討すべき課題でもある。他方、後者については、日常生活を軸とした学校

外の家庭教育や社会教育のあり方が課題となってくる。こうしたデジタル・デバイドに関して

は、学習者である児童生徒等の問題と同時に、教員の問題について検討が求められる。 

 開沼らは、「教育の情報化」政策が学校現場に受容されるプロセスにおいて元（以前の行動や

り方）に戻ろうとする「回避・復元傾向」に着目し、その構成要素として「負担感」と「価値

認識」の存在を指摘している４９。上述のデジタルに対する負の意識についても、この負担感（の

増大）と価値観（の低減）が影響しているものと考えることができる。特に負担感が「教育現

場の情報化（Technology）」と、価値認識が「情報化に対応するための教育（Pedagogy）」と、そ

れぞれ関係があるものと解される。開沼は ICT の特性について、従来の手法や手立てよりも少

ない手間やコストで実施できたり、同等の手間やコストでより大きな成果が期待できる「効率

性・効果性」と従来の手法や手立てでは実現できなかったり、把握が困難だった活動の内実や

成果を「見える化」したり実現可能にする「可視化・可能化」に分類しているが５０、前者は負

担感の増減に資するものであり、後者は価値観の高低に関係する要素と考えられる。教育の情

報化の渦中にいる当事者が知識や能力の差をどのように埋めるかは Technology の問題である

が、教育の情報化の推進によってこれまでの学びのあり方や授業スタイル、教員の役割などを

根本から見直さなければならないことに納得がいかないといった状況は Pedagogy の問題と捉

えることができる。すなわち、同じハードウェア環境で同じソフトウェアを利用した場合であ

っても、当事者の受け止め方が全く異なることがあり得るとなると、ハードウェアとソフトウ

ェアの観点だけで資源配分を論じることには限界がある。 

 前章までの整理で、「教育の情報化」政策における「ヒューマンウェア」の位置づけについて、
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黎明期の操作技術に関する量的不足や整備期における教具的指導技術に関する量的拡大の問題

から、普及期における配置人材の多様化にみられる質的側面への注目、さらには拡大期におけ

る授業変革にむけた質的転換といった形で変化が生じていることが明らかになった。この質的

側面については、技術革新に伴う Technology の習得やサポートの必要性も含まれるが、従来の

授業や教育活動では想定してこなかったような「可視化・可能化」に関する教育観・教育方法

への転換に適応できるか否かといった Pedagogy の問題がより大きな障壁となりうる可能性が

ある。さらに環境要因に目を向けると、社会教育や家庭教育との分断の問題がある。特に GIGA

スクール構想の対象である義務教育段階を中心とした学校教育は、将来的ニーズに依拠しつつ

一定の義務性や平等性（機会均等）のもとに利活用を想定できる一方、SNS の禁止や端末利用

のルールなど社会生活から切り離された対応をとることが少なくない。これに対し社会教育は

現状のニーズに依拠しつつ自主性や自発性を基盤とした学習を旨としており、意識（意欲）の

問題が利活用に直結する。郡谷は生涯学習における情報格差に関して、「機器や環境が提供され

ても、利用者がその必要性を感じなければ積極的な利用に繋がらない『動機づけ』の問題」を

指摘している５１。学校教育における情報化を学校教育の観点で完結する危うさが看取できる。 

 

図図１１：：「「教教育育のの情情報報化化」」政政策策ににおおけけるる資資源源のの位位置置付付けけ 

 

注注：：筆筆者者作作成成。。 

 

以上のように、１人１台端末環境の実現によって一旦ハードウェアに対する「飢え」が解消

され、人材育成に舵を切りはじめた「教育の情報化」政策において、改めてヒューマンウェア
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の存在を意識する必要性は一見薄れたようにも見えるが、資源の不足から生じるハードウェア

重視の姿勢に対する対概念として作用してきたヒューマンウェアの必要性とは異なる形で、活

用期以降の位置づけを考えることが重要となる。以上を踏まえ、ハードウェア・ソフトウェア・

ヒューマンウェアの関係性を図示したものが図１である。 

図１では、垂直軸に「教育現場の情報化（Technology）」と「情報化に対応するための教育

（Pedagogy）」、水平軸に「教具」と「文具」を位置づけている。第２章で言及した「教具・文

具論」は、「効率性・効果性」と親和性のある「教具」と、従来の学習や教育からの転換を求め

ることで「可視化・可能化」を目指す「文具」と、それぞれ対照的な関係にある。人の知識・

能力や意識にどう働きかけるかは主として Pedagogy の役割であり、ヒューマンウェアは「情報

化に対応するための教育」と密接な関係にあるが、例えば ICT を活用した教育支援に携わる人

材の配置や育成の問題と技術的な支援を行う人材の配置や育成を同じヒューマンウェアに関す

る資源配分と捉えるべきかは一考の余地がある。例えば端末や電子黒板等の機器の使い方に関

する支援であれば Technology のサポートに関するハードウェア寄りの資源となるだろうし、

ICT の活用場面を想定した授業設計の支援であれば Pedagogy の側面を役割に組み込んだヒュ

ーマンウェア寄りの資源と考えられる。また、特定の OS や LMS などのプラットフォームに依

存しないためのサポートであればソフトウェア寄りの資源にもなりうる。デジタル教科書や教

育クラウドなど、ソフトウェアには教育内容にかかわる要素も含まれており、Technology と

Pedagogy の両側面に関わるものと解される。 

ここで、第２章における堺屋のヒューマンウェア論に関する今井の論考を振り返ってみたい。

「その後の状況の変化で、『ヒューマンウエア』という言葉が、今日では使われなくなってしま

った」理由として、「言葉の発生からすると、ソフトウエアとハードウエアとの間に、そもそも

ヒューマンウエアという領域が存在しえなくなり、ソフトとハードに吸収されてしまった部分

もあったであろう」。例えば教員研修はプログラムやコンテンツに着目すればソフトウェアで

あり、関与する人的資源に着目すればヒューマンウェアへの細分化も可能であろう。こうした

細分化の難しさを踏まえた上でなおヒューマンウェアに着目する必要性があるとすれば、人的

資源の意識や動機づけに関する要素を堺屋の言う「対人技術」として捉える際に、Technology

と Pedagogy の関係性をどう読み解くかが課題となる。 

このようにハードウェア・ソフトウェア・ヒューマンウェアを連続的に捉えることで、個々

の政策の意義や役割についても理解を深めることができるだろう。 

 最後に、先述の「デジタル・デバイド」の問題を図１に関連付けて検討する。すでに整理し

たように、デジタル・デバイドは当事者本人に帰属する課題と、当事者を取り巻く環境に起因

する課題がそれぞれ存在する。前者はさらに当事者の知識や能力の問題と、当事者の意識（あ

るいは思想）の問題に大別できる。当事者の知識・能力の問題は Technology に関する人的・物

的サポートによって解決をはかることができるだろうし、環境に起因する場合も Technology を

通じて解決すべき課題である。他方、当事者の意識（思想）に関係する場合には Pedagogy によ

る解決が望まれる。しかしながら、こうした人材の育成やコンテンツ（カリキュラム）などに

関する検討は十分に進んでいるとは言えない。また、日常的な文具的活用をはかるためには

Technology の格差を埋めることが優先事項と考えがちだが、Pedagogy の要素に目を向けること
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が活用期以降の資源配分を考える上での課題のひとつとして肝要である。 

 

 

5．．おおわわりりにに 
 

本稿で明らかにしたのは、下記の２点である。 

 ひとつは、「教育の情報化」政策の黎明期および整備期におけるハードウェア重視の姿勢と、

普及期および活用期以降のヒューマンウェアの位置づけの変化に着目して検討を行った点であ

る。前者についてはヒューマンウェアの量的不足という観点でみればハードウェア偏重と解す

ることもできるが、後者の質的転換の観点に照らして考えると、ハードウェアもヒューマンウ

ェアもアップデートの必要性という点においては常に更新を要する存在であり、ソフトウェア

も含めた諸要素の連動性が資源配分を検討する上でのポイントになるものと考える。 

もうひとつは、「教育の情報化」政策に関する資源配分を検討する際のハードウェア・ソフト

ウェアに対応する枠組みとしてヒューマンウェアを定義づけた上で、デジタル・デバイドや教

具・文具論との関係性について考察を行った点である。「教育の情報化」政策の変遷から黎明期・

整備期・普及期・活用期の特徴を整理した際に分類軸として用いた「教育現場の情報化

（Technology）」「情報化に対応するための教育（Pedagogy）」の位置づけの相違が各期の特徴を

把握するためのポイントとなっており、これらの関係性がヒューマンウェアの位置づけを規定

する鍵概念となっている点が重要である。 

 最後に、今後の課題について整理しておきたい。本稿では図１で示したようにハードウェア・

ソフトウェア・ヒューマンウェアがそれぞれつながりを持っており、明確な区分が困難な点を

指摘してきたが、これは資源配分の特徴を定量的・客観的に把握しようとするツールとしては

位置付けが難しいといった課題がある。また、ヒューマンウェアと「回避・復元傾向（構成要

素としての負担感や価値認識）」との関係性についても、より詳細な検討が必要となる。 

以上の課題について、引き続き検討を進めていきたい。 

 

 

【【注注】】 
 
１ 堺屋太一『組織の盛衰』PHP 研究所、1993 年、318 頁。 
２ 今井隆太「『ヒューマンウエア』の可能性―堺屋太一『企業とヒューマンウエア』を読む

―」『名古屋学芸大学 教養・学際編・研究紀要』第 7 号、2011 年、83-116 頁。 
３ 三隅二不二・米谷淳・三隅譲二・矢守克也「自然災害と組織」特定非営利活動法人 組織学

会『組織科学』25 巻 3 号、1992 年、2-14 頁。 
４ 西川康二「安全に関する人材への投資」安全工学会『安全工学』第 53 巻 4 号、2014 年、

252-257 頁。 
５ 黒田勲「安全におけるヒューマンファクターへのアプローチ」安全工学会『安全工学』第

26 巻 5 号、1987 年、262-270 頁。 
６ 宇土正彦「スポーツ産業とスポーツ経営との構造的連関に関する研究」日本スポーツ産業
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「「教教育育のの情情報報化化」」政政策策ににおおけけるる「「ヒヒュューーママンンウウェェアア」」のの 

位位置置づづけけにに関関すするる考考察察 
開沼 太郎 

本稿は、「教育の情報化」政策の特徴や資源配分の変遷から「ヒューマンウェア」の位置づけを

考察しようと試みるものである。考察の結果、「教育の情報化」政策の黎明期および整備期にお

けるヒューマンウェアの量的不足と、普及期および活用期以降のヒューマンウェアの質的転換

の観点について明らかにした。 

また、「教育の情報化」政策に関する資源配分を検討する際のハードウェア・ソフトウェアに対

応する枠組みとしてヒューマンウェアを定義づけた上で、デジタル・デバイドや教具・文具論

との関係性について考察を行った。黎明期・整備期・普及期・活用期の特徴を整理した際に分

類軸として用いた「教育現場の情報化（Technology）」「情報化に対応するための教育（Pedagogy）」

の位置づけの相違が特徴を把握するためのポイントとなっており、これらの関係性がヒューマ

ンウェアの位置づけを規定する鍵概念となる。 

 

 

Reflections on the Positioning of “Humanware” in “Educational 
Informatization” Policy 

KAINUMA Taro 

This paper attempts to examine the positioning of “humanware” based on the characteristics of 
“Educational Informatization” policy and the evolution of resource allocation. The analysis revealed a 
quantitative shortage of humanware during the policy's early and development phases, and a qualitative 
transformation of humanware during the dissemination phase and beyond. 
Furthermore, after defining humanware as a framework corresponding to hardware and software when 
examining resource allocation for “Educational Informatization” policy, the paper explores its relationship 
with the digital divide and the debate on teaching aids and stationery. The differing positions of 
“Information Technology in Educational Settings (Technology)” and “Education for Responding to 
Information Technology (Pedagogy)”, which are used as classification axes for organizing the 
characteristics of the Dawn, Development, Popularization, and Utilization periods, are key points for 
grasping these characteristics. The relationship between these two concepts is the key to defining the 
positioning of humanware. 
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